
（平成２２年１２月１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 53 件

国民年金関係 12 件

厚生年金関係 41 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 50 件

国民年金関係 25 件

厚生年金関係 25 件

年金記録確認大阪地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



大阪国民年金 事案 5080 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 52年４月から 53年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年４月から 53年３月まで 

私は、昭和 50年に結婚した。結婚したころは忙しく、国民年金保険料を

納付できなかったが、52年から夫婦一緒に保険料を納付し始めた。しかし、

夫は申立期間が保険料の納付済期間であるのに対し、私は未納とされている

ことは納得できないので、申立期間の納付記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、自身がその夫の分とともに国民年金保険料を

納付していたと主張している。 

そこで、申立人の夫の納付記録を見ると、オンライン記録により、申立期間

である昭和 52年度の国民年金保険料を昭和 53年 11月に過年度納付している

こと、及び同年４月以降の保険料を完納していることが確認できる上、申立人

についても、申立期間直後の同年４月以降の保険料を完納していることが確認

でき、申立人及びその夫の保険料の納付意識が高いことがうかがえる。 

また、申立期間以降の申立人及びその夫の納付記録を見ると、昭和 56年 10

月から 57 年３月までの期間及びオンライン記録で収納日が確認できる平成６

年４月以降の期間について、わずかな収納日の違いがある平成８年度を除き、

国民年金保険料の収納日は夫婦同一であることが確認でき、申立人の夫の分と

ともに保険料を納付したとする申立人の主張と符合している。 

さらに、申立期間は 12 か月と短期間である上、申立人の国民年金手帳記号

番号の払出日は昭和 49年９月 25日であり、申立期間の国民年金保険料を納付

することが可能であることから、納付意識の高い申立人は、その夫の保険料を

過年度納付する際に、自身についても申立期間の保険料を過年度納付していた

ものと考えるのが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 5081 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 52年７月から 53年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年７月から 53年３月まで 

    国民年金の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、申立期

間の納付記録が無いとの回答を受けた。 

私は当時大学生だったが、私の母は、市役所から国民年金保険料の振込用

紙が送られてくると、自身の分と私、後に妹の保険料を一緒に納付してくれ

た。大学卒業後、大学生の時の保険料はすべて納めているからと言って国民

年金手帳を渡してくれた。 

申立期間について、納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、母が申立人及びその妹に係る国民年金の加入手続及び国民年金

保険料の納付を行ったとしている。 

そこで、オンライン記録により、申立人の母の国民年金保険料の納付記録

を見ると、申立人の母は昭和 44 年 11 月に国民年金に任意加入し、60 歳以降

も高齢任意加入を続け、65 歳到達により被保険者資格を喪失した平成９年＊

月までの期間の保険料をすべて納付していることが確認でき、申立人の母の

納付意識の高さがうかがえる。また、申立人については、申立期間を除く国

民年金加入期間の保険料をすべて納付していることが確認できる上、申立人

の妹も 20歳から国民年金に加入し、以後、国民年金加入期間の保険料を第３

号被保険者期間を除きすべて納付していることが確認できる。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、前後の番号の任意加入被保険

者の資格取得日の記録から、昭和 53年７月ごろに払い出されたものと推認さ

れ、この場合、申立期間の国民年金保険料は過年度保険料として納付するこ

とが可能であるところ、申立人の母が加入手続を行ったとするＡ市は、「原



則としては過年度保険料の納付書を交付することはないが、例外的に過年度

保険料の納付書を交付していた。」と回答しており、納付意識の高い申立人

の母が、９か月と短期間である申立期間の保険料を未納のままにしておくと

は考え難く、Ａ市に過年度保険料の納付書の交付を依頼し、申立期間の保険

料を納付したと考えるのが自然である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



大阪国民年金 事案 5082 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人は、申立期間のうち、昭和 55年４月から 56年３月までの国民年金保

険料については、免除されていたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 女 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和 22年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： ① 昭和 48年４月から 52年 12月まで 

                 ② 昭和 55年４月から 56年３月まで 

私は、昭和 47 年 10 月の婚姻に伴い、Ａ市へ転居と同時に厚生年金保険

から国民年金への変更手続をしたと思っている。私は、夫との婚姻後、専

業主婦だったが、夫と別居したことは無く、生活の苦しい時期が多かった

ことを覚えており、私が夫婦二人分の免除申請していた記憶はあるが、手

続方法等詳しいことは覚えていない。 

夫の国民年金記録を見ると、夫のみが免除記録とされている期間があり、

夫婦で免除申請していたと思うので、申立期間①及び②についてよく調べ

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は昭和 47年 10月ごろにＡ市で国民年金の加入

手続を行い、その後、自身及びその夫に係る国民年金保険料の免除申請を同時

に行い、二人共に免除承認されていたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金の加入時期をみると、昭和 53年１月 24日にＡ市

で国民年金手帳記号番号が払い出されていることが国民年金手帳記号番号払

出簿から確認でき、申立内容と符合しない。また、この時点において、社会保

険事務所（当時）は、基準月方式（申請月からみて、直近の指定月から免除承

認される方式）による免除承認を実施していたことから、申立人は、申立期間

のうち、52 年９月以前の国民年金保険料については制度上、免除申請を行う

ことはできず、同年 10月から同年 12月までの保険料については免除申請が可

能であるが、申立人の夫は、同年４月から免除承認されていることがオンライ



ン記録から確認でき、少なくとも同年７月以前に免除申請を行っていたものと

推定できることから、夫婦同日に免除申請を行っていたとする陳述と符合しな

い。 

さらに、申立人が、申立期間①の国民年金保険料を免除申請及び免除が承認

されたことを示す関連資料は無く、申立期間の国民年金保険料を納付すること

が可能な別の国民年金手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により

各種の氏名検索（旧姓を含む）を行ったほか、当時の住所地における国民年金

手帳記号番号払出簿の内容をすべて確認したが、申立人に対して別の手帳記号

番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

一方、申立期間②について、申立人は、昭和 45年４月ごろにＡ市で自身及

びその夫に係る国民年金保険料の免除申請手続を行い、二人共に免除承認さ

れていたと申し立てている。 

そこで、一緒に免除申請していたとする申立人の夫に係る特殊台帳を見る

と、申請免除記録とされていることが確認でき、また、申立期間直前の昭和

53 年１月から 55 年３月までの申立人夫婦のオンライン記録は納付済記録で

あるところ、申立人及びその夫の所持する国民年金保険料領収証書を見ると、

同期間について夫婦同日の納付行動の確認ができることから、申立期間②に

ついて夫婦一緒に免除されていたと考えるのが自然である。 

さらに、申立期間②当時の生活について、申立人の長女の陳述によると、

昭和 55年に自身の小学校入学時に、妹が入院していたことを覚えており、生

活状況は困窮していたとしている。上述の点を踏まえ、申立人の夫が申請免

除になっていることからみて、困窮していたとする申立人の陳述は信用でき、

そのような状況の下で、申立人がその夫のみの申請免除手続を行ったと考え

るのは不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 55 年４月から 56 年３月までの国民年金保険料を免除されていたものと

認められる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5083 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 55 年４月から 56 年３月までの期間、59

年１月から同年３月までの期間及び同年８月の国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 53年４月から 56年３月まで 

② 昭和 59年１月から同年３月まで 

③ 昭和 59年８月 

 Ａ市で同居していた父が、私に大学を卒業したら国民年金に加入するよう

言っていた。国民年金手帳を見ると、記載された資格取得日は昭和 53年４

月１日になっているので、この日に父が国民年金の加入手続を行ったと思う。 

申立期間①の国民年金保険料は、父から国民年金に加入した時からの保険

料を一括でまとめて納付したと聞いた。また、その後の保険料も一括でまと

めて納付したと聞いた。 

昭和 57年 11月にＢ市に転居した際、父から、これからは自分で納めなさ

いと言われて国民年金手帳を渡された。この手帳を現在も所持している。    

父は平成５年に、母は 14 年に亡くなったので、加入時期及び昭和 57 年

11月以前の国民年金保険料の納付については詳しくは分からない。 

申立期間②の国民年金保険料は、Ｂ市に転居して国民年金の住所変更手続

をした後、自宅に送られてきた納付書で毎月銀行から納付した。申立期間②

の前後の保険料は納付済みの記録であり、申立期間②も同様に納付したはず

である。 

申立期間③については、昭和 58 年８月＊日に婚姻届を提出した際、夫が

厚生年金保険に加入していたので、国民年金の強制加入被保険者から任意加

入被保険者になる手続を行った。しかし、仕事をしていたので収入が多く、

夫の扶養家族にならなかった。扶養家族でないと任意加入ができないと思っ

ていたので同年８月 30 日に資格喪失の手続をした。申立期間③の国民年金

保険料は、それ以前に自宅に送られていた納付書で銀行から納付した。 



                      

  

申立期間①、②及び③の国民年金保険料が未納とされているのは納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の父親が、昭和 53年４月に申立人の国民年金の加入手続

を行い、申立期間①の国民年金保険料は父親が納付した。また、申立期間②

及び③の保険料は申立人自身が納付したと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金の加入手続時期をみると、申立人の前後に国民年

金手帳記号番号を取得している被保険者の資格の取得記録から、昭和 55年 10

月から同年 11 月の間であることが推定できるところ、国民年金手帳の資格取

得日が 53 年４月１日になっているので、この日に父親が国民年金の加入手続

を行ったとする申立内容と符合しないが、申立人の国民年金の加入手続時期に

おいて、申立期間①のうち、55年４月から 56年３月までの国民年金保険料は、

現年度納付することは可能である。 

また、申立人の国民年金保険料の納付に関する記録を見ると、申立期間①の

後の昭和56年度及び57年度の保険料を前納していることが申立人の特殊台帳

及びＡ市の国民年金被保険者名簿から確認でき、父親が加入手続後の保険料に

ついてもまとめて納付したとする陳述と符合し、申立人の保険料の納付を行っ

た父親が、加入手続直後に現年度納付が可能な昭和 55年４月から 56年３月ま

での保険料を納付したと考えるのが自然である。 

さらに、申立期間②について、申立人は送られてきた納付書で納付したと申

し立てている。 

そこで、Ｂ市での国民年金保険料の収納方式を確認したところ、昭和 58 年

度当時、３か月ごとに郵送される納付書による収納方式であり、申立内容と符

合する上、申立期間は３か月と短期間であるとともに申立期間前後の保険料は

納付済みであることから、申立期間②の保険料も納付したと考えるのが自然で

ある。 

加えて、申立期間③について、申立人は、「昭和 58年８月＊日に婚姻した夫

が厚生年金保険に加入していたので、国民年金の強制加入被保険者から任意加

入被保険者になる手続を行ったが、同年８月 30 日に資格の喪失手続を行っ

た。」と申し立てている。                       

そこで、申立人の特殊台帳、Ｂ市の国民年金被保険者名簿及び申立人の所持

する年金手帳の記録を見ると、昭和 58年８月 30日に国民年金被保険者資格を

喪失していることが確認できる。この場合、同年８月の国民年金保険料は、任

意加入期間の保険料として納付が可能であるが、Ｂ市の名簿では同年８月は

「納付不要」と押印されており、納付することができない期間とする事務的過

誤が生じている。また、申立人は申立期間③の保険料は自宅に送られていた納

付書で銀行から納付したと陳述しているところ、Ｂ市の国民年金保険料の収納



                      

  

方法は、昭和 59 年度からは、１か月ごとの納付書による納付方式であり、申

立人は婚姻前の名字が記載された納付書を所持していたことが推測できる。そ

の納付書で昭和 58 年８月の保険料を納付した場合、同年８月に婚姻により氏

名変更された申立人の納付記録の管理に誤りが生じた可能性も否定できない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 55年４月から 56年３月までの期間､59年１月から同年３月までの期間及び

同年８月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



                      

  

大阪国民年金 事案 5084 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成５年２月及び同年６月の国民年金保険料については、納付して

いたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成５年２月 

② 平成５年６月 

    国民年金は、20 歳の時に加入して、国民年金保険料を納付してきた。４

年１月からの保険料は銀行の口座から振替で納付しており、申立期間①及び

②を除き納付済みとなっているのに申立期間が未納となっている。申立期間

は、大学生であったが、アルバイト代を母に渡して預金していたので、銀行

口座には常時 10万円から 20万円までの残額があったと思う。 

申立期間の国民年金保険料を私も母も納付書で納付した記憶はないが､母

は納付書が届けば納付したはずであり、未納とされていることは納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①及び②の国民年金保険料を口座振替で納付していたと

申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金保険料の納付状況をみると、Ａ市の国民年金に関

する記録から、平成４年１月から９年 11 月まで口座振替を行っていたことが

確認できる。同市では、「申立期間の保険料が振替不能となっている場合は、

Ａ市及び社会保険事務所(当時)から当該期間の保険料の納付書が発行され

る。」と説明している。このことから、申立期間①及び②の保険料は、納付書

により納付することが可能であったものと考えられる。 

また、申立人の国民年金保険料の納付に関する記録を見ると、オンライン記

録から、申立期間①及び②の２か月を除き、加入期間の国民年金保険料をすべ

て納付しており、申立人の保険料の納付を担当していたとする申立人の母親の

納付意識の高さがうかがえる。 



                      

  

さらに、申立期間①及び②はいずれも１か月と短期間であり、国民年金加入

後に住所の変更はなく、当時の生活状況にも特段の変化は認められないことか

ら、納付意識の高い母親が申立期間①及び②についてもＡ市の説明どおり、送

られてきた国民年金保険料の納付書を使って納付したと考えるのが自然であ

る。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

大阪国民年金 事案 5085 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 19年４月から 20年３月までの国民年金保険料については、学

生納付特例とされていたものと認められることから、納付記録を訂正すること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 57年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年４月から 20年３月まで 

私が 20 歳に到達してから就職するまでは、父がＡ市役所で学生納付特例

の申請をしてくれていた。平成 19年４月から 20年３月までの期間だけ学生

納付特例を申請しなかったはずがないので、申立期間の国民年金保険料が未

納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その父親が申立期間の国民年金保険料について学生納付特例の申

請をしていたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金保険料の納付状況をみると、オンライン記録から、

平成 14年＊月から 15年３月までの期間は 20歳に到達した月である 14年＊月

に、15年４月から 19年３月までの期間は各年の４月に、学生納付特例が申請

され、14年＊月から 19年３月までの期間が学生納付特例とされていることが

確認できることから、学生納付特例とされている期間に続く申立期間について

も学生納付特例の申請をしたと考えるのが自然である。 

また、申立人の学生納付特例を申請したとする申立人の父親は、その申請手

続に関して詳細かつ明瞭
めいりょう

に陳述しており、その内容に不自然さはみられない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、平成 19 年４月から

20 年３月までの国民年金保険料を学生納付特例とされていたものと認められ

る。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5086 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 59年４月から 60年３月までの期間及び同

年５月から 61 年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していた

ものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 58年７月から同年 12月まで 

             ② 昭和 59年４月から 60年３月まで 

             ③ 昭和 60年５月から 61年３月まで 

私は、昭和 61年４月ごろに、市役所から郵送されてきた未納の案内及び

その後、郵送されてきた２年分の納付書を持って、Ａ市役所の国民年金課へ

確認に行き、書類に何か記入した記憶がある。その時に、市役所の担当者か

ら送付された納付書は、社会保険事務所（当時）から送られたものと聞き、

その足でＢ社会保険事務所（当時）に行き、「２年分を一括で納付すること

ができない。」と相談すると、担当者から一枚一枚になった納付書なので、

毎月納付するように言われたこと、及び 20 歳になった時に納付義務が生じ

ることを私が知らなかったことについて、犯罪者扱いされたことをよく覚え

ている。  

その後、一週間以内に郵便局に行き、自分の預金から 10万円ほど引き出

して、社会保険事務所が送ってきた納付書の国民年金保険料のうち、まず

10 万円ほどを納付し、残りの保険料については、別に市役所から送られて

きた納付書の保険料と併せて半年ぐらいの間に毎月 1 万円から１万 5,000

円ぐらいまでの保険料を、給料日後２日から３日以内に郵便局及び市役所の

窓口、金融機関で納付した。また、賞与をもらった時は、通常の月より多い

保険料を社会保険事務所の納付書で納付した記憶がある（申立期間①、②及

び③）。 

私は、厚生年金保険に加入するまでの間は、国民年金保険料の納付を一

度も忘れたことがないのに、申立期間が未納とされていることに納得ができ

ない。 



                      

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②及び③について、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 61 年

２月に払い出されていることが国民年金手帳記号番号払出簿から確認でき、こ

の時点において、申立期間②及び③の国民年金保険料は、現年度納付及び過年

度納付することが可能である。 

また、申立人は、Ａ市役所から国民年金保険料の未納の案内が送付されてき

た後、社会保険事務所から２年分の納付書が送付されてきたこと、及びその納

付書を持って昭和 61 年４月ごろに同市及びＢ社会保険事務所に行ったと陳述

していることから、この納付書は、申立期間②及び③を含む 59年１月から 61

年３月までのものであったと推測され、59 年１月から同年３月までの期間の

保険料を過年度納付していることがオンライン記録により確認できることを

踏まえると、申立人は、申立期間の保険料を納付したと考えるのが自然である。 

さらに、申立人が記憶する現年度分と過年度分の国民年金保険料を毎月納付

したとする納付額は、申立期間当時の現年度分と過年度分の保険料を合わせて

納付した場合の保険料額とおおむね一致している上、申立期間②及び③はそれ

ぞれ 12か月及び 11か月と短期間であり、申立期間③直後の昭和 61年４月以

降の国民年金加入期間の保険料をすべて納付している申立人が、申立期間②及

び③の保険料を過年度納付しなかったとは考え難い。 

一方、申立期間①について、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 61 年

２月に払い出されていることから、この時点において、申立期間①は制度上、

時効により国民年金保険料を納付することができなかったものと考えられる。 

また、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付するためには、別の国民

年金手帳記号番号の払出しが必要であるところ、申立期間①に係る国民年金手

帳記号番号払出簿の内容をすべて視認するとともに、オンライン記録により各

種の氏名検索を行ったが、別の手帳記号番号が払い出されていることをうかが

わせる事情は見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料は無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 59年４月から 60年３月までの期間及び同年５月から 61年３月までの期間

の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5087（事案 3313の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57年４月から 58年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57年４月から 58年３月まで 

私の妻は、自宅を訪れた市の水道料金の集金人に勧められたことから、昭

和 58 年４月ごろ、市役所の年金窓口で、申立期間に係る国民年金保険料を

１年分まとめて納付した。その際、保険料については、市役所内の金融機関

が時間外で閉っていたことから、ちょうど出くわした水道料金の集金人に年

金窓口で手渡し、年金窓口の職員からは領収証を受け取った。 

ねんきん特別便により、申立期間が未納とされていることを知り、年金記

録確認第三者委員会に申し立てたが、認められない旨の通知を受けた。 

しかし、私の妻は、当時、国民年金保険料を手渡したときの状況及び、名

前は知らないものの保険料を手渡した集金人の顔をはっきりと覚えている

ので、今回、市役所を訪ね回るなどして、現在は退職しているこの元集金人

を探し出して証言を求めた。元集金人は保険料を預かった記憶はないとして

いるが、市役所の年金窓口で保険料を納付したことは間違いないので、未納

とされている年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人が所持する国庫金納付書を見ると、

金額は正しく記載されているものの、金融機関及び社会保険庁の控えを含め残

存しているほか、領収書片に領収印が無く、国民年金保険料の納付に使用され

た形跡は見られない等として、既に当委員会の決定に基づき、平成 21 年 10

月２日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

しかし、当初の決定後、ⅰ）申立期間の国民年金保険料を納付したとする申

立人の妻に対して当委員会が実施した口頭意見陳述によると、申立人の妻は、

保険料を手渡した集金人の顔を明確に覚えており、市役所を訪ね回るなどして、



                      

  

その元集金人を特定したとしているところ、Ａ市によると、申立人の妻が保険

料を手渡したとして特定する人物は、申立内容のとおり、当時、水道料金の集

金を担当する市職員であったとしている上、申立人の妻は、保険料を手渡した

とする当時の年金窓口の配置を正確に記憶していることが確認できること、

ⅱ）当該元市職員によると、「Ａ市では、当時、市長が困っている市民をみつ

けたらこれを助けるように職員を指導していたことから、職員は市民への親切

な対応を心掛けていたところ、本件について、申立人の妻から保険料を預かっ

た記憶はないが、市役所の閉庁間際に申立人の妻に偶然出会い、保険料が支払

えなかったとする申立人の妻を再度年金窓口に案内し、どのような手続かは覚

えていないが申立人の妻が窓口で手続を行っていたことを覚えている。」と陳

述していることから、当該元市職員が申立内容のとおり保険料を預かったもの

とは確認できないが、申立人の妻が管轄外の当該元市職員から保険料の納付に

当たって案内を受けたことは推測でき、市の年金窓口で保険料を支払う行為を

行ったとする申立人の妻の主張には一定の信ぴょう性がうかがえる。 

また、申立人の妻は、保険料の預り証として渡されたとして長期間にわたり、

未使用の国庫金納付書を保管し、納付の証拠として今日に至って当委員会へ提

出していることから、申立人の妻が、当該国庫金納付書を保険料の預り証と錯

誤して持ち帰ったと考えるのが自然である上、管轄外の元市職員の案内を受け

てまで再度年金窓口を訪れた申立人の妻が、申立期間の保険料を未納のままに

しておくことは不自然である。 

さらに、申立人は、国民年金制度が発足した昭和 36年４月から 60歳となる

までの期間について、申立期間の 12 か月を除き、未納期間は無く、納付意識

の高さがうかがえる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5088 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 61 年４月から同年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年４月から同年６月まで 

 私は、昭和 61 年６月末に結婚してＡ市に転居したことに伴って、同年７

月ごろにＡ市役所で国民年金の加入手続を行い、そのあと、加入手続と同日

であったかどうかは覚えていないが、同市役所で、申立期間の国民年金保険

料を納付した。 

 当時の納付額及び納付書の有無等、国民年金保険料の納付をめぐる記憶は

定かでなく、申立期間に係る保険料の納付を裏付ける証拠となるものはない

が、手元の国民年金手帳を見ると、私が昭和 61 年４月１日付けで初めて国

民年金の被保険者になっていることが確認でき、加入しているのであれば、

必ず保険料を納付したはずであることから、申立期間が未加入期間とされて

いることには納得できない。調査の上、納付記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人に係る国民年金手帳記号番号

が昭和 61 年７月８日にＡ市で払い出されていることが確認できることから、

申立人については、この時期に加入手続がなされたものと推認できるところ、

このことは、同年７月ごろにＡ市役所で加入手続を行ったとする申立人の主張

と一致する。 

また、申立人の国民年金の資格記録についてみると、オンライン記録では、

申立人は、昭和 61 年７月３日付けで初めて資格を取得したとされ、申立期間

は未加入期間として認識されているが、その一方で、申立人が所持する年金手

帳及び申立人に係るＡ市の国民年金被保険者名簿の記載では、申立人は、同年

４月１日付けで資格を取得したとされており、申立期間は国民年金加入期間と

して認識されていることから、市と社会保険事務所（当時）間で、申立人の資



                      

  

格記録の認識に対し相違が認められ、行政側の事務処理上に過誤が見受けられ

る。 

さらに、申立人の国民年金被保険者資格の種別について、市の被保険者名簿

からは、申立人が、昭和 61 年４月１日の資格の取得当初から国民年金第３号

被保険者として認識されていることが確認できるが、オンライン記録によると、

社会保険事務所においては、同年９月２日に申立人の第３号被保険者資格に係

る入力処理が行われた際、申立人がその夫の加入する健康保険組合により健康

保険上の被扶養者の認定を受けた日（昭和 61 年７月３日）をもって、第３号

被保険者と認識されていることが確認できる。この場合、当時の国民年金施行

規則上、社会保険事務所は、市区町村を通じて、被保険者に申立期間が第３号

被保険者非該当期間となる旨を通知することとされていたため、昭和 61 年度

当時、Ａ市が当該社会保険事務所からの通知によって、申立期間が第１号被保

険者期間に該当することを再認識していた可能性は高く、同市から申立人に対

し、申立期間に係る国民年金第３号被保険者非該当通知とともに、現年度保険

料納付書の交付がなされていたとしても不自然ではないことから、申立人が、

この納付書の交付に応じ、３か月と短期間である申立期間に係る国民年金保険

料を納付した可能性は否定できない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5089 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58 年３月の国民年金保険料については、納付していたものと

認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年３月 

結婚後の昭和 57年６月ごろ、夫が市役所で私の国民年金の任意加入手続

を行い、国民年金保険料についても、夫が、夫の勤務先に来ていた集金人に

納付していた。 

 申立期間の１か月間のみが未納とされていることは考えられないので、よ

く調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、結婚後の昭和 57年６月ごろに国民年金に任意加入するとともに、

結婚前の強制加入期間である同年３月までさかのぼって国民年金保険料を納

付していることから、申立人の保険料を納付していたとする申立人の夫の納付

意識の高さがうかがえる。 

 また、申立人の夫は、勤務先に来ていた集金人に申立人の国民年金保険料を

納付していたとしているところ、申立期間当時、申立人の住所地の市役所では、

集金人制度が存在し、保険料の納付単位が基本的に３か月単位であることが確

認されている上、申立期間前後の保険料については、現年度により納付済みで

あることなどを踏まえると、申立期間の１か月間のみが未納となることは不自

然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5090 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 13 年４月から同年６月までの国民年金保険料については、免

除されていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 13年４月から同年６月まで 

    私は、Ａ市Ｂ区に転入した平成 13 年４月に、免除申請書を区役所へ郵送

したが、承認されたという回答がないことから、区役所に出向いたところ、

窓口では｢よく分からない。｣との返答であったので、確認のために再度申請

書類に記入して提出したことを覚えている。 

 しかし、今回の｢ねんきん特別便｣を見て、申立期間の３か月間が免除期間

とされていないことを初めて知り納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成７年 11月から、申立人が会社に就職する直前の 13年 10月

までの申立期間を除く約６年間は、前後の期間を含めてすべて免除期間となっ

ている上、会社を退職後の国民年金への切替手続を適切に行うとともに、切替

直後の第１号被保険者期間の国民年金保険料を完納していることから、申立人

の年金制度に対する意識の高さがうかがえる。 

   また、申立人は、平成７年 11 月以降の免除期間において、Ａ市Ｂ区に転入

するまで住所を３回変更しているところ、申立人のオンライン記録によると、

それぞれの転入時に遅滞なく申請免除手続が行われているほか、Ａ市では、郵

便による免除申請書の受付けが可能であることが確認されていることなどを

踏まえると、申立人が同区に転入した平成 13 年４月当時において、申立内容

のとおり、申立期間及びその直後の期間を含めて免除申請していたものと考え

ても不自然ではない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を免除されていたものと認められる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5091 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成６年９月から７年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正する必要がある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年９月から７年３月まで 

    申立期間当時、学生で無収入のため、母がＡ市Ｂ区役所で私の免除申請手

続をしようとしてくれたが、母に収入があり免除できないと言われた。その

ため、国民年金加入手続のみを行い、後日、母が納付書により金融機関で申

立期間の国民年金保険料を一括で納付してくれた。 

    申立期間の国民年金保険料月額は１万 1,000円ぐらいで、６か月分又は７

か月分まとめて納付したと思うと母は証言している。 

    申立期間直後の平成７年４月から同年 12 月までの期間及び９年７月から

10 年３月までの期間の国民年金保険料を免除申請した時は受理されており、

その時の国民年金保険料免除申請承認通知書のはがきは両期間とも今も所

持しているが、申立期間の通知書についてはもらったことがない。 

    私のねんきん特別便には、国民年金被保険者資格の取得日が、誤って平成

９年７月８日とされており、申し出ることにより６年９月８日に変更しても

らったが、ほかにも記録管理が適正に行われているとは思えない。 

    申立期間の国民年金保険料を納付したにもかかわらず、申請免除期間とさ

れていることは納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録を見ると、申立人の国民年金手帳記号番号は、前後の手帳記

号番号から、平成６年９月９日から７年１月５日までの間に払い出されたと推

認され、この手帳記号番号の払出時期からみて、申立期間の国民年金保険料を

納付することは可能である。 

また、申立人の国民年金の加入手続、免除申請手続及び国民年金保険料の納

付を担っていた申立人の母親は、申立期間に係る免除申請について、区役所窓



                      

  

口で認められないと言われたため、国民年金の加入手続のみを行い、その後、

送付された納付書により金融機関で国民年金保険料を納付したと申し立てて

いるところ、免除申請手続の有無にかかわらず、加入手続を行った被保険者に

対しては、年度末までの納付書が送付されることが通例であることから、申立

人の母親は、納付書が送付されたことにより、申立期間の保険料を納付するこ

とは可能であったと考えられる。 

さらに、申立人は、納付した国民年金保険料月額は、１万 1,000円ぐらいで

あったと申し立てているところ、申立期間の保険料月額は１万 1,100円であり、

金額がおおむね一致する。 

加えて、オンライン記録を見ると、申立人の母親は、申立人の国民年金手帳

記号番号が払い出されてから現在に至るまで、申立期間を除き国民年金保険料

をすべて納付及び免除申請しているほか、平成 12 年４月以降の保険料は前納

するなど、国民年金に対する関心及び納付意識の高さがうかがえる。 

以上のことから、国民年金への関心及び納付意識の高い申立人の母親が、申

立人の申立期間の国民年金保険料の免除申請が認められないと判断し、送付さ

れた納付書により保険料を納付した可能性を否定できない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



大阪厚生年金 事案 8426 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

     

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年４月２日から 42年８月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社における加入期間が脱退手当金支給済みとの回答を受けた。 

しかし、脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので、申立期

間を厚生年金保険被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によれば、申立人の脱退手当金は、Ａ社で厚生年金保険被保

険者資格を喪失した約７か月後の昭和 43 年２月６日に支給決定されていると

ころ、申立人は、その約１か月後の同年３月９日に国民年金手帳記号番号の払

出しを受けて国民年金に加入しており、国民年金保険料については、厚生年金

保険被保険者資格の喪失時（昭和 42 年８月）まで遡及
そきゅう

して納付している上、

加入後 60 歳に到達するまで未納期間が無く（第３号被保険者期間を含む。）、

年金に対する意識の高さがうかがえることから、申立人が、申立期間当時に脱

退手当金を請求する意思を有していたとは考え難い。 

また、申立人と同一時期（おおむね２年以内）に受給要件を満たし資格を喪

失した女性従業員 16 人について、脱退手当金支給記録を調査したところ、受

給者は申立人を除き３人見られるところ、これらの者に係るＡ社における健康

保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表

示が確認できるが、申立人に係る同被保険者原票には、「脱」の表示は無い。 

    これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。



大阪厚生年金 事案 8427 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の、申立期間に係る標準報酬月額の記録については、当該期間のうち、

平成 17年１月から同年８月までは 18万円、同年９月から 18年２月までは 17

万円、同年３月から 19 年８月までは 30 万円、同年９月から 20 年１月までは

28万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

                           

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14年 12月９日から 20年２月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間の標準報酬月額が実際に受け取っていた給与額より低

額で記録されていることが分かった。 

給与明細書を提出するので、申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額の

それぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月

額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立期間のうち、平成 18

年３月から同年 11月までの期間、19年１月から同年３月までの期間及び同年

７月から 20 年１月までの期間については、申立人提出の給与明細書の保険料

控除額から、18年３月から同年 11月までの期間、19年１月から同年３月まで

の期間、同年７月及び同年８月は 30万円、同年９月から 20年１月までの期間

は 28万円とすることが妥当である。 



また、申立期間のうち、平成 18年 12月及び 19年４月から同年６月までの

期間については、申立人は給与明細書を所持していないものの、当該期間を除

く、18年３月から 20年１月までの期間に係る申立人保管の給与明細書を見る

と、保険料控除額が同額（２万 1,432 円）であることが確認できることから、

18 年 12 月及び 19 年４月から同年６月までの期間についても、同額の保険料

が控除されていたと推認され、一方、同期間の給与支給額は、約 35 万円から

38 万円であることから、当該期間に係る申立人の標準報酬月額については、

30万円とすることが妥当である。 

さらに、申立期間のうち、平成 17年１月から 18年２月までの期間について

も、申立人は給与明細書を所持しておらず、前後の期間の給与明細書から控除

額等を推認することも困難であるが、Ｂ市発行の申立人に係る平成 18 年度及

び 19年度の市・県民税証明書の社会保険料控除額から、平成 17年１月から同

年８月までは 18万円、同年９月から 18年２月までは 17万円とすることが妥

当である。    

なお、申立人の申立期間のうち、平成 17年１月から 20年１月までの期間に

係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主に照会したが回

答が得られないものの、申立人提出の給与明細書等において確認できる保険料

控除額に見合う標準報酬月額と社会保険事務所（当時）の記録における標準報

酬月額が長期にわたり一致していないことから、当該期間について、事業主は

給与明細書等で確認できる保険料控除額に見合う報酬月額を社会保険事務所

に届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該標準報酬月額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成 14年 12月から 16年 12月までの期間について

は、給与明細書等の関連資料が無いことから、当該期間の保険料控除額及び報

酬月額が確認できない。 

このほか、当該期間について、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、当

該期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 8428 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の、申立期間のうち、昭和 62年 10月１日から平成 17年１月１日ま

での期間に係る標準報酬月額の記録については、当該期間のうち、２年１月か

ら同年３月までは 17 万円、同年４月から３年７月までは 20 万円、15 年４月

は 44万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

また、申立人は、申立期間のうち、平成 15年 12月 13日について、32万円

の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における当該期間の標準賞与額に

係る記録を 32万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

                           

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 62年 10月１日から平成 17年１月１日まで 

② 平成 15年 12月 13日 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社に勤務した期間のうち、申立期間①の標準報酬月額について、実際の支給

額より低額で記録されていることが分かった。 

    また、申立期間②については、賞与の記録が無いことが分かった。 

給与明細書等を提出するので、申立期間の標準報酬月額及び標準賞与額を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について

申し立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関す

る法律（以下「特例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、

これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除して

いたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報



酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額

を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人提出の給与明細書で

確認できる保険料控除額から、申立期間のうち、平成２年１月から同年３月ま

では 17万円、同年４月から３年７月までは 20万円とすることが妥当である。 

また、平成 15 年４月については、申立人提出の給与明細書及びＡ社が保管

する賃金台帳から確認できる報酬月額から、44万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人の当該期間に係る保険料を納付したか否かについては、

事業主は、申立期間当時の資料を保存していないため不明であるとしており、

このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らか

でないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立どおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこと

から、行ったとは認められない。 

一方、申立期間のうち、昭和 62年 10月、平成３年８月から６年２月、同年

５月から同年７月、同年９月から７年１月、同年３月から 15 年３月までの期

間及び同年５月から 16年 12月までの期間については、申立人提出の給与明細

書を見ると、その保険料控除額又は報酬月額に基づく標準報酬月額は、社会保

険事務所に記録されている申立人に係る標準報酬月額と一致するか又は同記

録より低額であることが確認できる。したがって、特例法の趣旨から、当該期

間の標準報酬月額の訂正を認めることはできない。 

また、申立期間のうち、昭和 62年 11月から平成元年 12月までの期間、６

年３月、同年４月、同年８月及び７年２月については、給与明細書等の関連資

料が無いことから、当該期間の保険料控除額及び報酬月額が確認できない上、

このほかに、申立人が当該期間において、その主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる

事情等も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、当

該期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

申立期間②については、申立人提出の賞与明細書及びＡ社が保管する賃金台

帳から、申立人は、申立期間において、32 万円の標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間の賞与額を社会保険事務所に届け出ていなかったとしているこ

とから、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る平成 15年 12 月 13日の

標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当

該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 8429 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社における資格取得日は昭和 19 年 10 月１日、資格喪失日は 21

年１月 30 日であると認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保

険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 19年 10月から同年 12月

までは120円、20年１月から同年12月までは140円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19年 10月１日から 21年１月 30日まで 

 厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、申立期間につい

て、厚生年金保険被保険者資格の取得日は確認できるが、喪失日は不明であ

るとの回答を受けた。申立期間において、Ａ社に勤務し、厚生年金保険料を

控除されていたので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人が記憶する

複数の元同僚が申立期間に被保険者であったことが確認できることから、申立

人が申立期間に同社で勤務していたことが推認できる。しかし、申立人のＡ社

における厚生年金保険被保険者記録は、前述の被保険者名簿に、被保険者資格

の取得日が昭和 19 年６月１日と記録されているものの、その喪失日が記録さ

れておらず、また、オンライン記録では、資格取得日が同年 10 月１日と記録

されているが、資格喪失日の記録は無く、当該記録は、申立人の基礎年金番号

に統合されていない。 

一方、Ａ社保管の健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失届を見ると、申立

人の被保険者資格の喪失日は、昭和 21年１月 30日と記載されていることが確

認できる上、同喪失届において、申立人と同日に被保険者資格を喪失している

元従業員に係る前述の被保険者名簿を見ると、資格喪失日は符合している。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 21年１月 30日に被



保険者資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったと認

められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の取得日

は 19年 10月１日、喪失日は 21年１月 30日であると認められる。 

なお、前述の被保険者名簿において、申立人が昭和 19 年６月１日に資格を

取得していることが確認できるところ、同年６月１日から同年 10 月１日まで

の期間については、保険料の徴収が行われない厚生年金保険制度発足前の準備

期間に当たるため、当該期間については、制度上、保険給付の計算の基礎とは

ならない。 

また、申立期間の標準報酬月額については、前述の被保険者名簿の記録から、

昭和 19 年 10 月から同年 12 月までは 120 円、20 年１月から同年 12 月までは

140円とすることが妥当である。



大阪厚生年金 事案 8430 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の船員保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社(現在は、Ｂ社)における資格喪失日に

係る記録を昭和 40年 10月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の船員保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40年９月 30日から同年 10月１日まで 

社会保険事務所（当時）に船員保険の加入状況を照会したところ、Ａ社に

勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。申立

期間は、同社の船員から陸上社員へ身分が変わった時期であるが、同社に継

続して勤務していたので、船員保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の労働者名簿並びに同社の総務担当者及び複数の同僚の陳述から判断

すると、申立人が申立期間もＡ社に継続して勤務し（昭和 40年 10月１日に船

員勤務から陸上勤務に異動）、申立期間に係る船員保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 40

年８月の社会保険事務所の記録から、２万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、当時の資料が無いため不明としているものの、事業主が資格喪失日を昭

和 40年 10月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年９

月 30 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失

日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年９月の保険料

について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったも

のの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場

合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 8431 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪

失日に係る記録を昭和 60 年７月 21 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

36万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 60年６月 21日から同年７月 21日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、申立期間の加入

記録が無いとの回答をもらった。申立期間は、Ａ社からグループ会社である

Ｃ社（現在は、Ｂ社）に転籍した時期であり、両社に継続して勤務していた

ので、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録、Ｂ社の労働者名簿及び同社提出の在籍証明書等から判断す

ると、申立人が申立期間もＡ社に継続して勤務し（昭和 60年７月 21日にＡ社

からＣ社に転籍）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 60

年５月の社会保険事務所（当時）の記録から、36 万円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失届の記載に誤りがあったとして

いる上、Ｂ社保管の健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書からも、

事業主が申立人の資格喪失日を昭和60年６月21日と社会保険事務所に届け出

たことが確認できることから、社会保険事務所は、申立人に係る同年６月の保

険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行っ

たものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付し

た場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 8432 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 46 年 10月１日から 48年４月１日までの

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を 46 年 10

月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を、同年 10月から 47年６月までは

６万円、同年７月から48年３月までは７万6,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年 10月 31日から 48年４月１日まで 

私は、昭和 41 年 11 月１日にＢ社に入社、45 年にＡ社に異動したが、62

年１月 15日に退職するまで同一グループ企業内で継続して勤務していた。 

しかしながら、社会保険事務所（当時）の記録では、申立期間が厚生年金

保険に未加入とされている。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

元事業主及び複数の同僚の陳述並びに申立人提出の商品購入時の割賦購入

契約書（契約日は、昭和 46年６月 27日）には、連帯保証人としてＡ社の元事

業主の氏名が記載されており、購入者との関係は雇用関係と記載されている上、

当該契約書に記載されている申立人の勤務先所在地などは、Ｃ市に所在した同

社の所在地と符合していることなどから判断すると、申立人は、同社が厚生年

金保険の適用事業所となる以前から、同社に継続して勤務していたことが推認

される。 

また、Ａ社のＣ市に所在した同社支店において申立人と同時期に勤務したと

する同僚は、「当時、申立人はＡ社の支店の責任者であった。また、同支店に

勤務していたのは申立人を含め３名であった。」旨の陳述が得られたほか、同

社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、同支店に勤務していた



申立人を除く２名は、同社が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 46年 10

月１日付けで厚生年金保険の被保険者資格を取得していることが確認できる。 

さらに、上記同僚は、「申立人は、社長からの信頼が厚く、社長と行動をと

もにすることが多かったと記憶している。また、申立期間も申立人の業務内容

及び勤務形態は記録のある申立期間後と変化はなかった。」とも陳述しており、

このほか、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となった時点において、申立人を

厚生年金保険に加入させなかった特段の事情はうかがえない。 

これらを含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 46

年10月１日から48年４月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

また、昭和 46年 10月から 48年３月までの標準報酬月額については、申立

人と同時期に勤務し、同質の業務に従事していた同僚の社会保険事務所の記録

から、46年 10月から 47年６月までは６万円、同年７月から 48年３月までは

７万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る当該期間における厚生年金保険料の事業主による納付義

務の履行については、事業主は不明としているものの、事業主による申立てど

おりの資格取得届並びに申立期間に行われるべき事業主による被保険者報酬

月額算定基礎届及びこれに基づく定時決定などのいずれの機会においても、社

会保険事務所が記録の処理を誤るとは考え難いことから、事業主が、昭和 48

年４月１日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に

係る 46年 10月から 48年３月までの保険料について納入の告知を行っておら

ず、事業主は、申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 45年 10月 31 日から 46年 10月１日までの期

間について、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立人

と同じく 45年 10 月 31日に被保険者資格を喪失している者が申立人以外にも

３人確認でき、当該３人の同僚は、いずれもＡ社が厚生年金保険の適用事業所

となった46年10月１日に同社において被保険者資格を取得するまでの期間は、

被保険者期間に空白が生じていることが確認できる。 

また、Ｂ社は昭和 51年５月 16日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっ

ている上、当時の事業主は既に亡くなっているため、申立人の 45 年 10 月 31

日から46年10月１日までにおける勤務実態及び厚生年金保険料の控除につい

て確認することができない。 

さらに、上記被保険者名簿から申立期間当時に加入記録が確認できる同僚を

抽出調査したが、申立人の当該期間における厚生年金保険の取扱い及び保険料

控除について、当時の事情を明らかとする具体的な陳述を得ることはできなか

った。 

加えて、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検



索を行ったが、申立人の当該期間における被保険者記録を確認することはでき

なかった。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間のうち、昭和 45年 10月 31日

から46年10月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 8433 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成７年４月１日から８年 10月１日までの期間について、

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張す

る標準報酬月額であったことが認められることから、申立人の当該期間に係る

標準報酬月額の記録を、53万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年４月１日から 11年４月１日まで 

   社会保険事務所の記録では、平成７年４月１日から 11 年４月１日に係る

標準報酬月額が 36万円になっているが、４年１月にＡ社に入社して以来 53

万円以上の給与が支給されていたはずであるので、申立期間について標準報

酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、申立人の申立期間の標準報酬月額は、当初、申立

人が主張する 53 万円と記録されていたところ、平成７年 12 月５日付けで、

同年４月１日にさかのぼって 36万円に引き下げられ、申立人がＡ社において

資格を喪失した日まで継続していることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、申立期間当時、Ａ社において勤務していた

５名の同僚についても、申立人と同様に、平成７年 12月５日付けで、同年４

月１日にさかのぼって標準報酬月額の減額訂正が行われている。 

このことについて、申立期間当時、Ａ社の役員であった者からは、「当時、

Ａ社は、経営に行き詰まり、社会保険料の納付を遅延していた。」旨の陳述が

得られた。 

さらに、商業登記簿によると、申立人は、平成７年４月 20 日から 11 年 10

月 27日までの期間についてＡ社の役員であったことが確認できるものの、「私

は、申立期間当時、Ｂ職であったため、社会保険事務については関与してい

ない。」旨陳述しているところ、申立人は、役員在任中の申立期間当時も、雇

用保険の被保険者であったことが確認できる上、複数の同僚からも、「申立人



は、Ａ社における社会保険関係手続には関与していなかった。」旨の陳述が得

られた。 

加えて、当該遡及
そきゅう

訂正処理が行われた平成７年 12月５日に、同年 10月の定

時決定処理も行われ、36 万円と記録されているところ、申立人と同様に、標

準報酬月額が遡及して減額訂正されている上記の複数の同僚からは、「遡及訂

正処理された平成７年 12月５日の前後の期間を通じ、業務内容や勤務形態等

に変化は無く、給与支給額が減額等された事実は無かったし、それ以降の８

年 10 月１日までの間の給与支給額においても変化は無く、保険料控除額も、

遡及訂正処理がされた７年 12月までの以前の期間を含めずっと同額であった

と記憶している。」旨の陳述が得られたほか、かかる遡及訂正処理が事実に即

した合理的なものであったとする事情は見当たらない。 

これらを含めて総合的に判断すると、平成７年 12 月５日に行われた同年４

月１日に遡及しての減額訂正処理及び同年 10 月の定時決定処理については、

事実に即したものとは認められず、有効な記録訂正があったとは認められな

いことから、申立期間のうち、同年４月１日から８年 10月１日までの期間に

係る標準報酬月額については、当初、事業主が社会保険事務所に届け出た記

録から、53万円とすることが必要である。 

一方、申立期間のうち、平成８年 10月１日から 11年４月１日までの期間に

ついては、８年 10月及び９年 10月の定時決定に係る報酬月額算定基礎届は、

いずれも適切な時期に提出され決定（いずれも 36万円）されており、当該決

定については遡及訂正処理との直接的な関係をうかがわせる事情が見当たら

ず、社会保険事務所の処理が不合理であったとは言えない。 

また、当該期間に係る厚生年金保険料の控除についてＡ社の事業主及び事務

担当者に事情照会をしたものの、いずれからも回答は得られず、申立人の当

該期間における厚生年金保険料の控除の状況について確認することができな

い。 

さらに、申立人及び同僚は、当該期間について、給与明細書等を所持してい

ないため、申立人の住所地において社会保険料控除額を確認できる住民税課

税資料等についても調査したものの、保存年限を過ぎているため確認するこ

とができず、申立人が主張する給与支給額に基づく厚生年金保険料が控除さ

れていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらなかった。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間のうち、平成８年 10 月１日から 11 年４月１日までの期間について、

申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 8434 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 27年６月 25日から同年７月８日までの期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における資格取得日に

係る記録を同年６月 25 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 8,000 円とす

ることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 11年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ① 昭和 22年９月 18日から 24年２月 20日まで 

             ② 昭和 27年６月 25日から同年７月８日まで 

    夫は、昭和 17年９月 26日にＡ社に入社し、45年 10月まで同社に継続し

て勤務した。 

しかし、社会保険事務所（当時）の記録では、申立期間①及び②の厚生

年金保険被保険者記録が無い。 

夫は昭和 28年９月８日には、Ａ社から勤続 10年の感謝状を受けているの

で、申立期間①及び②も勤務していたことは明らかである。 

これら申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②について、申立人の妻提出の辞令及びＢ社提出の社員名簿等の記

録から判断すると、申立人は、申立期間もＡ社に継続して勤務し（昭和 27 年

６月 25 日にＡ社Ｄ支店から同社Ｃ支店に異動）、当該期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭

和 27年７月の社会保険事務所の記録から、8,000円とすることが妥当である。 



なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としており、このほ

かに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでない

と判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。 

申立期間①について、申立人は、申立期間も継続してＡ社に勤務していたと

申し立てているところ、申立人提出の「勤続 10年感謝状」、在籍者名簿及び雇

用保険の記録から判断すると、申立人は、申立期間において同社Ｅ支店に在籍

していたことがうかがえる。 

しかしながら、Ｂ社提出の「社員名簿」によると、申立人は、昭和 22 年８

月 20 日付けで依願解傭
よう

により退職慰労金及び特別手当が支給されている上、

24 年１月４日にはＡ社Ｆ職として復職したとの記載が確認できることから判

断すると、申立期間とほぼ重なる期間において、申立人の雇用上の身分に変動

が生じ、継続して勤務していなかったものと考えられる。 

また、Ｂ社は、上記の「社員名簿」以外に資料は無く、当時の状況は不明で

あると回答しているため、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保

険料の控除について確認することができなかった。 

さらに、Ａ社Ｅ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、加入記

録がある同僚を抽出して調査したものの、申立人の申立期間における勤務実態

及び厚生年金保険料の控除について具体的な陳述は得られず、確認することは

できなかった。 

加えて、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人の申立期間における被保険者記録を確認することはでき

なかった。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 8435 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間の標準報酬月額に係る記録については、当該期間のうち、

平成３年２月は 20万円、同年３月は 19万円、同年４月は 20万円、同年５月

は 16万円、同年６月は 20万円、同年７月及び同年８月は 17万円、同年９月

は 20万円、同年 10月は 19万円、同年 11月は 24万円、同年 12月は 20万円、

４年２月から同年４月までは 24万円、同年５月及び同年６月は 20万円、同年

７月は 19万円、同年８月は 16万円、同年９月は 15万円、同年 10月から同年

12月までは 19万円、５年１月から同年３月までは 18万円、同年５月は 15万

円、同年６月は 20万円、同年７月及び同年８月は 18万円、同年９月は 22万

円、同年 10月は 20万円、同年 11月は 19万円、同年 12月は 22万円、６年１

月は 16万円、同年２月は 22万円、同年３月は 20万円、同年４月から同年６

月までは 22 万円、同年７月は 20 万円、同年８月は 16 万円、同年９月は 20

万円、同年 10月は 18 万円、同年 11月及び同年 12月は 19万円、７年２月は

20万円、同年４月は 19万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成３年２月１日から７年 10月 26日まで 

    ねんきん定期便より、Ａ社で派遣社員として勤務していた申立期間の標準

報酬月額が実際の給与支給額と比較して低く記録されていることが分かっ

た。 

申立期間の給与支払明細書を提出するので、保険料控除額に見合った標

準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」



という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正

及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料

額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であるこ

とから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、申立人提出の給与支払明

細書の保険料控除額又は報酬額から、当該期間のうち、平成３年３月は 19 万

円、同年４月は 20万円、同年５月は 16万円、同年６月は 20万円、同年９月

は 20万円、同年 10月は 19万円、同年 11月は 24万円、同年 12月は 20万円、

４年２月から同年４月までは 24万円、同年５月及び同年６月は 20万円、同年

７月は 19万円、同年８月は 16万円、５年５月は 15万円、同年６月は 20万円、

同年７月及び同年８月は 18万円、同年９月は 22万円、同年 10月は 20万円、

同年 11月は 19万円、同年 12月は 22万円、６年１月は 16万円、同年２月は

22万円、同年３月は 20万円、同年６月は 22万円、同年７月は 20万円、同年

８月は 16万円、同年９月は 20万円、同年 10月は 18万円、同年 11月及び同

年 12月は 19万円、７年２月は 20万円、同年４月は 19万円とすることが妥当

である。 

また、申立期間のうち、平成３年２月、同年７月及び同年８月、４年９月か

ら５年３月までの期間、６年４月及び同年５月については、給与支払明細書の

提出が無いため、保険料控除額及び報酬額、またはそのいずれか一方が確認で

きないが、前後の期間の給与支払明細書で確認できる保険料控除額又は報酬額

から、３年２月は 20 万円、同年７月及び同年８月は 17 万円、４年９月は 15

万円、同年 10月から同年 12月までは 19万円、５年１月から同年３月までは

18万円、６年４月及び同年５月は 22万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明と回答しているが、給与支払明細書において確認できる報酬月額又は

保険料控除額に見合う標準報酬月額と社会保険事務所（当時）で記録されてい

る標準報酬月額が長期にわたり一致していないことから、事業主は、給与支払

明細書で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を社会保険

事務所に届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合

う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成４年１月、５年４月、７年１月、同年３月及び

同年５月から同年９月までの期間については、給与支払明細書により確認でき

る厚生年金保険料控除額又は報酬月額に見合う標準報酬月額のいずれか低い

方の額は、オンライン記録の標準報酬月額に比べて低額又は同額であることか

ら、当該期間は特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行

わない。



大阪厚生年金  事案 8436 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪

失日に係る記録を昭和 39年７月 19日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３

万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

         

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 39年６月 22日から同年７月 19日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社で勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。

同社には、昭和 39年７月 18日まで継続して勤務していたので、申立期間に

ついて、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の人事記録及び同社人事担当者の陳述から判断すると、申立人が申立期

間もＡ社で継続して勤務していたことが認められる。 

また、Ｂ社は、「退職者名簿により、申立人が昭和 39年７月まで在籍してい

ることが確認できるので、申立期間の保険料は控除されていたものと考えられ

る。」旨回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 39

年５月の社会保険事務所の記録から、３万 3,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当

たらないことから、行ったとは認められない。



大阪厚生年金 事案 8437 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格取得日は昭和 20 年 11

月１日、資格喪失日は 23 年８月１日であると認められることから、申立人

に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正す

ることが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、１万円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20年 11月１日から 23年８月１日まで 

私は、昭和 20年 11月１日から 23年７月 31日までの期間、Ａ社に勤務

していたが、社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会し

たところ、20 年 11 月１日に資格を取得しているものの、資格喪失日が不

明であるため、年金額には反映できない旨の回答を受けた。納得できない

ので、申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「兄の法要を昭和 23年７月に行った後、Ａ社を退職し、その１

か月後にＢ社に入社した。」と陳述しているところ、その陳述は鮮明かつ具

体性があり、申立人が主張する厚生年金保険被保険者の資格喪失日とおおむ

ね符合することから、申立人が申立期間においてＡ社に勤務していたことが

認められる。 

一方、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び厚生年金保険被

保険者台帳（旧台帳）の記録により、基礎年金番号に未統合となっている申

立人と氏名及び生年月日が一致する厚生年金保険の被保険者記録が確認で

きる。 

また、当該未統合記録においては、昭和 20年 11月１日に厚生年金保険の

被保険者資格を取得している記録は確認できるものの、資格喪失日に係る記

録は無い。 



さらに、上記の被保険者名簿及び被保険者台帳によると、複数の同僚につ

いても、当該事業所における資格喪失日の記載が無いことから、社会保険事

務所の記録の管理が適切に行われていたとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、当該未統合の記録は、申立人の厚生年金保

険被保険者記録であると認められ、申立人のＡ社における資格取得日は昭和

20年 11月１日、資格喪失日は 23年８月１日であると認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、厚生年金保険法及び船員保険

法の一部を改正する法律（昭和 44年法律第 78号）附則第３条の規定に準じ、

１万円とすることが妥当である。



大阪厚生年金 事案 8438 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 45年４月 29日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 6,000円とする

ことが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ：  女 

    基礎年金番号  ：   

    生 年 月 日  ：  昭和 26年生 

    住 所  ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 45年４月 29日から同年６月 15日まで 

私は、高校を卒業後、昭和 44 年４月１日にＢ社に入社し、48 年４月 21

日に退職するまで、同社及び同社の関連会社であったＡ社の支店に勤務して

いた。 

しかしながら、社会保険庁（当時）の記録では、Ａ社Ｃ支店で勤務してい

た昭和 45 年４月 29 日から同年６月 15 日までの期間について、厚生年金保

険の加入記録が無い。 

給与明細書などは処分して残っていないが、給与から厚生年金保険料が控

除されていたと思うので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及び同僚の陳述から判断すると、申立人が申立期間もＡ社で

継続して勤務し（昭和 45 年４月 29 日にＢ社からＡ社に異動）、申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 45

年６月の社会保険事務所（当時）の記録から３万 6,000円とすることが妥当で

ある。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情



は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。



大阪厚生年金 事案 8439 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が平成元年５月 19 日に厚生年金保険被保険者の資格を取

得し、同年６月１日に資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対

して行ったことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被

保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、15 万円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

 住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年５月 19日から同年６月１日まで 

       社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、Ａ社

に勤務していた申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。同社で勤務

中の厚生年金基金の加入記録が有り、厚生年金保険料も控除されていたため、

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及びＡ社が加入しているＢ厚生年金基金の加入員記録

により、申立人は申立期間においてＡ社で勤務していたことが認められる。 

   一方、申立人のＡ社における厚生年金保険の被保険者記録は見当たらないと

ころ、上記Ｂ厚生年金基金提出の申立人に係る加入員記録によると、申立人は

平成元年５月 19 日に加入員資格を取得し、同年６月１日に同資格を喪失した

と記録されている。 

   また、Ａ社は、「申立期間当時の社会保険事務所及び厚生年金基金に対する

被保険者資格の得喪の届出については、複写式の届出様式を使用していた。」

と回答している。 

   これらを含めて総合的に判断すると、事業主は、申立人が平成元年５月 19

日に厚生年金保険被保険者の資格を取得し、同年６月１日に資格を喪失した旨

の届出を社会保険事務所に対して行ったものと認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る厚生年金基金の加

入員記録から、15万円とすることが妥当である。



大阪厚生年金 事案 8440 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 33年２月 10日に、資格喪失日に係る記録を同年 12月 30日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額を 5,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 33年２月 10日から同年 12月 30日まで 

  社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会したとこ

ろ、Ａ社に勤務した期間の記録が無い旨の回答を受けた。同社には、夫婦で

住み込みで勤務し、妻には被保険者記録が有ることから、私についても被保

険者であったと認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社における複数の同僚の陳述等により、申立人が申立期間において、同社

に夫婦で住み込みで勤務していたことが推認できる。 

   また、当該複数の同僚によると、「Ａ社は、男女を問わず、全員が本雇い（正

社員）であり、全員が厚生年金保険に加入していたはずである。」旨の陳述を

得たところ、当該複数の同僚が記憶している当時の同社の従業員数と、社会保

険事務所の記録上の被保険者数はおおむね一致していることから、当時、同社

においては、ほぼすべての従業員を厚生年金保険に加入させていたと考えられ

る。 

   さらに、上記の複数の同僚からは、｢申立人夫婦は一緒に入社し退社した。

夫婦一緒に勤務していたのに、奥さんにだけ記録があって、申立人に記録が無

いのはおかしい。｣、｢当時、一緒に働いていた男性従業員にはＡ社での記録が

あり、年金を受給していると聞いているので、申立人も加入しているはずであ

る。｣等の陳述が得られたところ、申立人の妻の被保険者記録を見ると、申立



期間はＡ社において厚生年金保険被保険者記録が確認できる。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められる 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人と同職種の同僚に係る昭

和 33年 10月の社会保険事務所の記録から、5,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主が既に亡くなっているため、申立期間当時の状況は不明であるものの、申立

期間の当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の整理番号に欠

番が見当たらないことから、申立人に係る社会保険事務所の記録が失われたこ

とは考えられない上、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格取得届が提

出された場合には、その後の被保険者報酬月額算定基礎届及び被保険者資格喪

失届も提出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険

事務所が当該届出を記録しないとは考え難いことから、事業主から社会保険事

務所へ資格の得喪等に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所

は、申立人に係る昭和 33年２月から同年 11月までの保険料について納入の告

知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。



大阪厚生年金 事案 8441 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における

資格取得日に係る記録を昭和 32年７月 20日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を１万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

 住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  昭和 32年７月 20日から同年８月５日まで 

 私は、昭和 30年３月 16日から平成３年 11月 30日までＡ社で継続して勤

務していたが、社会保険事務所（当時）の記録では、厚生年金保険の加入期

間のうち、申立期間に係る記録が確認できなかった。申立期間を厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社提出の個人情報リスト及び雇用保険の加入記録から判断すると、申立人

はＡ社に継続して勤務し（昭和 32年７月 20日にＡ社本社から同社Ｃ支店に異

動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭

和 32 年８月の社会保険事務所の記録から１万 2,000 円とすることが妥当であ

る。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明であるとしており、このほかに確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行った否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たら

ないことから、行ったとは認められない。



大阪厚生年金 事案 8442 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録

を平成 17 年 12 月８日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 22 万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月８日から 18年１月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務して

いた期間のうち、平成 17年 12月８日から 18年１月１日までの期間の記録

が無いとの回答をもらった。申立期間は間違いなく同社に勤務していたので、

厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社提出の出勤表及び賃金台帳から、申立人は申立期間も同社に勤務し、申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立期間に係る賃金台帳におい

て確認できる保険料控除額から、22万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格取得届に誤りがあったとしてい

ることから、事業主は平成 18年１月１日を資格取得日として届け、その結果、

社会保険事務所（当時）は、申立人に係る 17年 12月の保険料について納入の

告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 8443 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社Ｂ支店における厚生年金保険被保険者の資格取得日は昭和 18

年 12月１日、資格喪失日は 20年８月 15日であると認められることから、申

立人に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正

することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 18年 12月から 19年２月

までの期間は 30円、同年３月から 20年７月までの期間は 40円とすることが

妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 18年 12月１日から 20年８月 15日まで 

    年金事務所の記録では、私がＡ社に勤務していた期間のうち、昭和 18 年

12 月１日から 20 年８月 15 日までの期間が厚生年金保険の未加入期間とな

っている。 

    しかし、私は、昭和18年12月１日にＡ社Ｃ支店から同社Ｂ支店に転勤し、

終戦のころまで同社Ｂ支店に継続して勤務していたので、申立期間を厚生年

金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）から、申立人は、昭和

18 年４月５日にＡ社Ｃ支店での厚生年金保険被保険者資格を取得し、同年 12

月１日に同社Ｃ支店での被保険者資格を転勤を理由として喪失後、同年 12 月

（日付の記載はなし）に同社Ｂ支店での被保険者資格を取得し、19年３月（日

付の記載はなし）に標準報酬月額の月額変更が行われた記録が確認できるもの

の、同社Ｂ支店での資格喪失日に係る記録が確認できない。 

しかし、Ａ社Ｃ支店に係る労働者年金保険被保険者名簿から、申立人の被保

険者資格の取得日と同日の昭和 18 年４月５日に被保険者資格を取得したこと

が確認できる複数の同僚に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）を見ると、

申立人と同様、同年 12 月１日に同支店において被保険者資格を喪失後、同年



12月（１日又は日付の記載はなし）に同社Ｂ支店での被保険者資格を取得し、

19 年３月（１日又は日付の記載はなし）に標準報酬月額の月額変更が行われ

ている記録のみが確認でき、同社Ｂ支店での資格喪失日の記録が確認できない

にもかかわらず、当該同僚に係るオンライン記録では、同社Ｂ支店での資格取

得日は 18年 12月１日、資格喪失日は 20年８月 15日ないし同年８月 31日と

なっていることが確認できる。 

また、申立人は、Ａ社Ｂ支店における仕事内容、所属部署、同僚の氏名及び

終戦前の空襲の状況等を具体的に陳述しており、当該陳述内容は、同僚の陳述

及び文献の内容とも符合し、不自然な点も見られないことから、申立人は、上

記同僚と同様、申立期間において同社Ｂ支店に勤務していたことが推定できる。 

さらに、Ｄ年金事務所は、「Ａ社Ｂ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿は、戦災により焼失したことから、当該被保険者名簿の復元を行ったが、

同名簿は完全に復元されたものではないと考えられる。」としている上、現存

するＡ社Ｂ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、上記同僚の氏

名は確認できないことから、被保険者名簿の復元が十分に行われなかったこと

がうかがえる。 

以上の事実を前提にすると、申立てに係る厚生年金保険の記録が無いことの

原因としては、事業主の届出漏れ、保険者による被保険者名簿への記入漏れ、

被保険者名簿の焼失等の可能性が考えられるが、被保険者名簿の大規模な焼失

等から半世紀も経た今日において、保険者も被保険者名簿の完全な復元をなし

えない状況の下で、申立人及び事業主にその原因がいずれにあるのかの特定を

行わせることは不可能を強いるものであり、同人らにこれによる不利益を負担

させるのは相当でないと言うべきである。 

以上を踏まえて本件を見るに、申立人が申立期間中に継続して勤務した事実

が推認できること、申立てに係る厚生年金保険の記録は、事業主がその届出を

行った後に焼失した可能性が相当高いと認められる一方で、この推認を妨げる

特段の事情は見当たらないこと等の諸事情を総合して考慮すると、申立人のＡ

社Ｂ支店における厚生年金保険被保険者の資格取得日は昭和 18 年 12 月１日、

資格喪失日は 20年８月 15日であると認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る厚生年金保険被保

険者台帳（旧台帳）の記録から、昭和 18年 12月から 19年２月までの期間は

30円、同年３月から 20年７月までの期間は 40円とすることが妥当である。 

なお、記録を管理する保険者は、戦災・火災等の大規模な事故により、被保

険者名簿が紛失等したことから、現存する厚生年金保険の記録に相当の欠落が

見られる等、記録の不完全性が明らかな場合においては、以上の事情を考慮の

上、当該記録の欠落の原因が申立人又は事業主にあることが特定できない案件

に関して、実情にあった適切な取扱基準を定め、これに対処すべきであるが、

現時点ではこれが十分になされているとは言えない。



大阪厚生年金 事案 8444 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 20 年４月１日から同年９月１日までの期

間において厚生年金保険被保険者であったことが認められること、及び同年９

月１日から 22 年６月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店におけ

る被保険者記録のうち、申立期間に係る資格喪失日（昭和 20 年４月１日）及

び資格取得日（昭和 22 年６月１日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額に

ついては、20年４月から 21年３月までの期間は 80円、同年４月から 22年５

月までの期間は 150円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る昭和 20 年９月から 22 年５月までの期間に係

る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

また、申立人は、申立期間のうち、昭和 25年８月３日から同年９月 10日ま

での期間及び 28年 11月１日から 29年２月 26日までの期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立

人のＡ社Ｃ支店における資格取得日に係る記録を 25 年８月３日に、同社本店

における資格取得日に係る記録を 28年 11月１日に訂正し、当該期間の標準報

酬月額を 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る昭和 25年８月及び 28年 11月から 29年１月ま

での期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、

明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 20年４月１日から 22年６月１日まで 

             ② 昭和 25年８月３日から同年９月 10日まで 

             ③ 昭和 28年 11月１日から 29年２月 26日まで 

年金事務所の記録では、私の夫がＡ社に勤務していた期間のうち、申立期

間①、②及び③が厚生年金保険の未加入期間となっている。 

私の夫は、転勤は多かったが、申立期間を含めて、Ｄ職としてＡ社に継続

して勤務していたので、当該期間を厚生年金保険被保険者期間として認めて



ほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、年金事務所の記録では、Ａ社Ｂ支店において昭和 20

年３月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、同年４月１日に資格を喪

失後、22 年６月１日に同社において資格を再取得しており、申立期間の被保

険者記録が無い。 

しかし、Ａ社から提出された在職証明書及び経歴書等から判断すると、申立

人は、申立期間に同社Ｂ支店に在籍していたことが認められる。 

また、Ｅ県が保管する「履歴書」から、申立人は、昭和 20年１月 10日に軍

隊に召集され、同年８月 31 日に除隊したことが確認できるところ、当時の厚

生年金保険法第 59条の２では、19年 10月１日から 22年５月２日までに被保

険者が陸海軍に徴集又は召集された期間については、その厚生年金保険料を被

保険者及び事業主共に全額を免除し、被保険者期間として算入する旨規定され

ている。 

したがって、申立人が軍隊に召集されていた期間については、仮に被保険者

としての届出が行われておらず、厚生年金保険法第 75 条の規定による時効に

よって消滅した保険料に係る期間であっても、年金額の基礎となる被保険者期

間とすべきであるものと考えられる。 

以上のことから、申立人は、申立期間①のうち、昭和 20 年４月１日から同

年９月１日までの期間について、厚生年金保険被保険者であったことが認めら

れる。 

また、申立期間①のうち、昭和 20年９月１日から 22年６月１日までの期間

について、Ａ社Ｂ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から申立期間

の同社Ｂ支店での在籍が確認でき、申立人と同期に入社した同職種とする同僚

は、「申立人は、兵役期間後に復職し、Ａ社Ｂ支店に継続して勤務していたと

思う。また、同支店に在籍期間中の申立人の業務内容及び雇用形態に変更は無

かった。」旨陳述している。 

さらに、Ａ社Ｂ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から申立期間

の同社Ｂ支店での在籍が確認できる経理事務担当者とする同僚は、「Ａ社Ｂ支

店の従業員の給与計算は、同支店で行っていた。申立人の業務内容や雇用形態

に変更が無ければ、給与から厚生年金保険料を控除していたと思う。」旨陳述

している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間①のうち、昭和 20 年９

月１日から 22 年６月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 



また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における

昭和 20年３月の社会保険事務所（当時）の記録から、同年４月から 21年３月

までの期間は 80 円、申立人と同期入社で同職種の同僚の標準報酬月額の記録

から、同年４月から 22年５月までの期間は 150円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る昭和 20年９月から 22年５月までの保険料の事業主によ

る納付義務の履行については、事業主は不明としているが、事業主から申立人

に係る被保険者資格の喪失届及び取得届が提出されていないにもかかわらず、

社会保険事務所がこれを記録することは考え難いことから、事業主が社会保険

事務所の記録どおりの資格の喪失及び取得の届出を行っており、その結果、社

会保険事務所は、申立人に係る 20年９月から 22年５月までの保険料について

納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、そ

の後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 

申立期間②及び③について、雇用保険加入記録、Ａ社から提出された在籍証

明書及び経歴書から判断すると、申立人は、申立期間を含めて同社に継続して

勤務し（昭和 25 年８月３日にＡ社Ｂ支店から同社Ｃ支店に異動、28 年 11 月

１日に同社Ｆ支店から同社本店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間②及び③の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店に

おける昭和25年９月及び同社本店における29年２月の社会保険事務所の記録

から、8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る申立期間②及び③の保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。



大阪厚生年金 事案 8445 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失日に係る

記録を昭和 41年８月１日に、Ａ社における資格喪失日に係る記録を 50年２月

１日に、Ｃ社（現在は、Ｄ社）における資格喪失日に係る記録を同年５月１日

に訂正し、申立期間の標準報酬月額については、41 年１月から同年７月まで

は４万 8,000円、50 年１月及び同年４月は 16 万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る昭和 41 年１月から同年７月までの期間に係る

厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと

認められる。 

また、事業主は、申立人に係る昭和 50 年１月及び同年４月の厚生年金保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41年１月２日から同年８月１日まで 

             ② 昭和 50年１月 31日から同年２月１日まで 

             ③ 昭和 50年４月 30日から同年５月１日まで 

    私は、昭和 39年８月 21日から平成７年５月 31日までＨ社の関係会社で

あるＡ社及びＣ社に継続して勤務していた。 

    しかし、年金事務所の記録では、私がＡ社に勤務した期間の一部（申立期

間①及び②）及びＣ社に勤務した期間の一部（申立期間③）が厚生年金保険

の未加入期間となっているので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｄ社提出の申立人に係る社員名簿、申立人提出の退職金明細書及び雇用保険

加入記録等から判断すると、申立人は、申立期間を含めてＥ社の関係会社であ

るＡ社及びＣ社に継続して勤務し（昭和 41 年８月１日にＡ社Ｂ支店から同社

本社に異動、50 年２月１日に同社本社からＣ社（Ｆ支店）に移籍、同年５月



１日に同社（Ｆ支店）から同社Ｇ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における

昭和 40年 12月の社会保険事務所（当時）の記録から４万 8,000円、申立期間

②の標準報酬月額については、申立人のＡ社における 49年 12月の社会保険事

務所の記録から 16 万円、申立期間③の標準報酬月額については、申立人のＣ

社における50年３月の社会保険事務所の記録から16万円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人の申立期間①に係る保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社及び同社Ｂ支店は、既に適用事業所ではなくなっており、当時の

事業主は所在不明であるため、申立期間当時の状況は不明であり、このほかに

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから明らかでないと判

断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。 

一方、申立人の申立期間②に係る保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社は、既に適用事業所ではなくなっており、当時の事業主は所在不

明であるため、申立期間当時の状況は不明であるものの、事業主が資格喪失日

を昭和 50 年２月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同

年１月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格

喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年１月の保

険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行っ

たものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付し

た場合を含む。）、事業主は、申立期間②に係る保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

他方、申立人の申立期間③に係る保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ｄ社は、事務処理過誤により申立人の資格喪失日を昭和 50年４月 30

日として届け出たことが考えられるとしていることから、社会保険事務所の記

録どおりの届出が事業主から行われ、その結果、社会保険事務所は、申立人に

係る同年４月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が

納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又

は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間③に係る保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 8446 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 39年 10月 25日から同年 11月１日までの

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失日に係る記録を同年

11 月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を１万 6,000 円とすることが必

要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：   

             

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39年 10月 25日から同年 11月１日まで 

             ② 昭和 62年 12月 30日から 63年１月１日まで 

   厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社で勤務した

期間のうち申立期間①の加入記録が無く、また、Ｃ社で勤務した期間のうち、

申立期間②の加入記録が無いとの回答を受けた。Ａ社には昭和 39 年４月か

ら同年 12 月まで継続して勤務しており、また、Ｃ社には 60 年７月から 62

年 12 月末まで勤務したので、申立期間①及び②について、厚生年金保険被

保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社の陳述から判断すると、申立人は申立期間も同社

で継続して勤務し（昭和 39年 11月１日にＡ社Ｂ支店から同社Ｄ支店に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における昭

和 39年 10月の定時決定の記録から、１万 6,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は、申立期間当時の資料が無いため不明としており、このほかに

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判



断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所（当時）

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

見当たらないことから、行ったとは認められない。 

申立期間②について、申立人は、申立期間もＣ社で勤務し、厚生年金保険に

加入していたと申し立てている。 

しかし、Ｃ社の事業を承継するＥ社は、「当社は、昭和 63年４月にＣ社を合

併しているが、合併前に同社を退職している者に関する資料を保管しておらず、

申立人の勤務実態及び保険料控除の状況は不明である。」と陳述していること

から、申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除の状況を確認できな

い。 

また、雇用保険の記録によると、申立人は、Ｃ社を昭和 62 年 12 月 29 日付

けで離職しており、厚生年金保険の記録と一致する。 

このほか、申立人の申立期間②に係る保険料控除を確認できる関連資料は無

く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 8447 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における

資格取得日に係る記録を昭和 26 年９月２日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を 8,000円とすることが必要である。 

また、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 11年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26年９月２日から 28年 10月 17日まで 

    夫の厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社で勤務

した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。夫は同社に

は、昭和 17年９月から 58年４月まで継続して勤務したので、申立期間につ

いて、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

   （注) 申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社提出の退職者一覧台帳、雇用保険の記録並びに事業主及び複数の同僚の

陳述から判断すると、申立人が申立期間もＡ社で継続して勤務し（昭和 26 年

９月２日にＡ社本社から同社Ｃ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭

和 28年 10月の社会保険事務所（当時）の記録から、8,000円とすることが妥

当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は、当時の資料が無く不明としているが、事業主による申立てど

おりの資格取得届並びに申立期間に行われるべき事業主による健康保険厚生

年金保険被保険者報酬月額算定基礎届及びこれに基づく定時決定などのいず



れの機会においても、社会保険事務所が記録の処理を誤るとは考え難いことか

ら、事業主が昭和 28 年 10 月 17 日を資格取得日として届け、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る 26年９月から 28年９月までの保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 8448 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 34年１月 19日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 6,000円とすること

が必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年１月 19日から同年６月１日まで              

    厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。厚生年金保険料

の控除額が記載された申立期間の給与明細書を提出するので、当該期間につ

いて、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人提出の給与明細書、事業主及び複数の同僚の陳述から、申立人が申立

期間もＡ社で勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書の保険料控除額から、

6,000円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は、当時の資料が無く不明としており、このほかに確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得

ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当

時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 



大阪厚生年金 事案 8449～8466 

 

第１ 委員会の結論 
   申立人は、《申立期間》（別添一覧表参照）に支給された賞与において、その

主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係る

記録を、《申立期間》（別添一覧表参照）は《標準賞与額》（別添一覧表参照）

に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：   

    基礎年金番号 ：  別添一覧表参照 

       生 年 月 日 ：  

    住    所 ：  

                               

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 《申立期間》（別添一覧表参照） 

    申立期間に支給された賞与が社会保険事務所（当時）に未届となっている

が、Ａ社保管の月額給与一覧表によると、賞与額に見合った保険料が控除さ

れている。 

申立期間について、賞与から控除された保険料に見合う標準賞与額に訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社提出の月額給与一覧表により、申立人は、《申立期間》（別添一覧表参

照）に支給された賞与において、《標準賞与額》（別添一覧表参照）の標準賞与

額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間に係る「厚生年金保険被保険者賞与支払届」を社会保険事務所

に提出しておらず、保険料も納付していないとしていることから、社会保険事

務所は、申立人に係る《申立期間》（別添一覧表参照）の標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る当該保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



番号 基礎年金番号
申立期間

（賞与支給日）
標準賞与額

8449 男 昭和31年生 平成17年12月15日 68万円

平成18年７月29日 67万円

8450 男 昭和44年生 平成17年12月15日 46万円

平成18年７月29日 46万円

8451 男 昭和26年生 平成17年12月15日 40万円

平成18年７月29日 40万円

8452 男 昭和40年生 平成17年12月15日 42万円

平成18年７月29日 42万円

8453 男 昭和45年生 平成17年12月15日 33万円

平成18年７月29日 33万円

8454 男 昭和30年生 平成17年12月15日 35万円

平成18年７月29日 35万円

8455 男 昭和49年生 平成17年12月15日 33万円

平成18年７月29日 31万円

8456 男 昭和33年生 平成17年12月15日 30万円

8457 男 昭和52年生 平成17年12月15日 30万円

平成18年７月29日 30万円

8458 女 昭和50年生 平成17年12月15日 18万円

8459 男 昭和49年生 平成17年12月15日 36万円

平成18年７月29日 34万円

8460 男 昭和41年生 平成17年12月15日 35万円

8461 男 昭和54年生 平成17年12月15日 26万円

平成18年７月29日 26万円

8462 男 昭和52年生 平成17年12月15日 29万円

平成18年７月29日 27万円

8463 男 昭和55年生 平成17年12月15日 28万円

平成18年７月29日 28万円

8464 女 昭和59年生 平成17年12月15日 18万円

平成18年７月29日 18万円

8465 女 昭和59年生 平成17年12月15日 18万円

8466 女 昭和53年生 平成17年12月15日 18万円

平成18年７月29日 18万円

住所

別添

生年月日氏名



大阪国民年金 事案 5092 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57 年４月から平成２年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57年４月から平成２年４月まで 

大学を卒業後に就職した会社には社会保険が無かったので、父親が、「障

害を負うようなことがあると何の補償も無いから」と言って、国民年金に加

入してくれた。自身で国民年金保険料を納付したことは無いが、父あるいは

母が保険料を納付してくれていたはずなので、申立期間の納付記録が無いこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、大学卒業後の昭和 57 年４月に国民年金に加入し、申立期間の国

民年金保険料を納付したと申し立てている。 

しかし、申立人のオンライン記録によると、申立期間は、国民年金の未加入

期間であり、制度上、国民年金保険料を納付することはできない。 

また、申立人が、申立内容のとおり、申立期間の国民年金保険料を納付する

ためには、国民年金手帳記号番号の払出しが必要であるところ、国民年金手帳

記号番号払出簿の内容を検索ツールによりすべて確認し、オンライン記録によ

り各種の氏名検索を行ったが、申立人に対し、手帳記号番号が払い出されてい

たことをうかがわせる事情は見当たらない。 

さらに、申立人は、大学卒業時に、申立人の父が申立人に係る国民年金の加

入手続を行い、父あるいは母が申立期間の国民年金保険料を納付してくれてい

たはずだと陳述しており、申立人自身は直接関与していない上、申立人の両親

は既に死亡しているため、申立期間当時の加入及び納付の状況は不明である。 

加えて、オンライン記録によると、申立人の両親は、申立期間当時、既に

60歳を超えていたため、自身の国民年金保険料を納付していない。 

また、申立期間は８年以上に及び、このような長期間にわたり、申立人の納



付記録が毎回連続して欠落することは考え難いほか、申立人の両親が申立期間

の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書控

え等）は無く、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 5093 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年５月から平成４年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年５月から平成４年４月まで 

    昭和 59 年５月に勤務先を退職し、すぐにＡ市Ｂ区役所で国民年金と国民

健康保険の加入手続を行った。同区役所の窓口で、国民年金の記号番号は、

厚生年金保険被保険者の記号番号で大丈夫か尋ねたところ、大丈夫と言われ、

その場で、１か月分の国民年金保険料を納付し、翌月分からは、送付されて

きた納付書で毎月月末にＣ銀行又はＤ銀行で保険料を納付した。また、時期

は覚えていないが、途中からは、Ｄ銀行の口座振替で保険料を納付したと思

う。 

平成４年に国民年金から厚生年金保険に切り替わったとき、国民年金保険

料を納付しすぎていたので、１か月分の保険料（約 9,000円）を払い戻して

もらった。Ｂ区役所で、銀行振込だと時間がかかると言われたので、同区役

所に直接取りに行った。 

申立期間の記録が無いこととされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 59 年５月に国民年金に加入し、厚生年金保険被保険者記号

番号を用いて申立期間の国民年金保険料を納付したと申し立てている。 

しかし、オンライン記録から、申立期間は、国民年金の未加入期間であるこ

とが確認できる上、制度上、厚生年金保険被保険者記号番号により国民年金保

険料を納付することはできない。 

また、申立人が、申立内容のとおり、申立期間の国民年金保険料を納付する

ためには、別の国民年金手帳記号番号の払出しが必要であるところ、国民年金

手帳記号番号払出簿の内容を検索ツールによりすべて確認し、オンライン記録

により各種の氏名検索も行ったが、申立人に対し、別の手帳記号番号が払い出



されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

さらに、申立人は、「国民年金加入時に、Ａ市Ｂ区役所で、国民年金保険料

として約 9,000円を納付した。」と陳述しているが、昭和 59年５月の保険料は

6,220 円であり、また、昭和 59 年度は四半期ごとの納付方式であったため、

申立人が初めて納付すべき昭和 59 年５月及び同年６月の保険料の合計額は１

万 2,440円であることから、申立人の陳述と符合しない。 

加えて、申立人は、「平成４年５月に国民年金から厚生年金保険に切り替わ

ったことから、就職後すぐにＡ市Ｂ区役所に出向き、同年５月（１か月分）の

国民年金保険料約 9,000 円の還付を受けた。」と陳述しているところ、平成４

年５月の保険料は 9,700円であることから、金額はほぼ符合するが、オンライ

ン記録を見ても、申立人に保険料を還付した記録は確認できない。 

このほか、申立期間は８年に及び、このような長期間にわたり、申立人の納

付記録が毎回連続して欠落することは考え難い上、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書控え等）は

無く、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



  

大阪国民年金 事案 5094 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成２年４月から同年６月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年４月から同年６月まで 

    私の国民年金の加入記録を見ると、申立期間の国民年金保険料の納付記録

が無いが、平成２年７月に、Ａ市役所において、自分で国民年金の加入手続

をするとともに、申立期間の保険料を現金で納付した。 

    父から、国民年金の空白期間があってはいけないと言われていたこともあ

り、間違いなく納付したので、申立期間を国民年金保険料の納付済期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成２年７月に、Ａ市役所の窓口で国民年金の加入手続を行い、

申立期間の国民年金保険料を現金で納付したと主張している。 

しかし、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の被保険者の資格取得日及び

国民年金保険料の収納日の記録から、申立人の手帳記号番号は、平成５年４月

又は同年５月に払い出されたものと推認できる上、申立人のオンライン記録及

びＡ市の国民年金の記録によると、申立人は、厚生年金保険の被保険者資格を

喪失した同年４月 21 日に、初めて国民年金の被保険者資格を取得しているこ

とが確認できる。このことから、申立期間は国民年金の未加入期間であり、制

度上、保険料を納付することはできず、仮に加入期間であったとしても、当該

手帳記号番号が払い出された時点で、申立期間の保険料は、時効により納付す

ることができない。 

また、申立人は、平成２年７月に行ったとする国民年金の加入手続の際、Ａ

市役所の窓口に、退職した事業所から受け取った年金手帳を提出したものの、

当該手帳には何も記載されずに返却されたと陳述しているが、同市は、年金手

帳を持参して国民年金の加入手続を行えば、国民年金手帳記号番号を採番の上、



  

年金手帳に当該番号を記載し、本人の希望があれば、氏名及び手帳記号番号等

を電算入力して作成した納付書を交付していたとしており、申立人の陳述と符

合しない。 

さらに、申立人は、Ａ市役所で納付した国民年金保険料額は、３か月分で

5,000円から１万円ぐらいであったとしているが、申立期間当時の保険料は月

額 8,400円であり、申立人の陳述とは符合しない。 

加えて、申立人が、申立内容のとおり、平成２年７月ごろに国民年金の加入

手続を行い、申立期間の国民年金保険料を納付するためには、別の国民年金手

帳記号番号の払出しが必要であるところ、オンライン記録により旧姓を含めた

氏名検索を行うとともに、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿

の内容をすべて確認したが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出された

ことをうかがわせる事情は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



  

大阪国民年金 事案 5095 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50年 10月から 52年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年 10月から 52年３月まで 

    私の国民年金の記録を見ると、申立期間の納付記録が無いが、申立期間当

時、勤務していた事業所が厚生年金保険に加入していなかったため、当時の

住所地であったＡ市において、自身で国民年金保険料を納付していた。 

申立期間について、国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、申立期間当時の住所地であったＡ市において、国民年金保険料を

納付していたと主張している。 

   しかし、Ａ市の国民年金被保険者名簿を調査したものの、申立人に係る記録

は確認できず、申立人に係る戸籍の附票を見ると、申立期間の住所地はＡ市で

あり、申立人の陳述と符合するものの、申立人に係る特殊台帳を見ると、申立

期間当時の特殊台帳上の住所地は、申立人の両親の住所地であるＢ市Ｃ区及び

Ｄ市となっていることから、申立人について、Ａ市における国民年金の住所変

更手続が適切に行われなかったものと考えられる。 

また、申立人はＡ市において、国民年金と国民健康保険に同時に加入して

いたとしているが、同市は「当市には昭和 20 年代以降の国民健康保険の記録

が残っているが、申立人に係る記録は無いため、申立人は当市では国民健康保

険に加入していなかったとみられる。」旨回答している。 

さらに、申立人は、申立期間の国民年金保険料を郵便局で毎月納付してい

たとしているが、Ａ市は「申立期間当時、保険料は３か月分ずつの納付であっ

た。」と回答しており、申立人の陳述と符合しない上、申立人の申立期間に係

る厚生年金保険から国民年金への切替手続及び保険料納付額等の記憶も曖昧
あいまい

である。 



  

加えて、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付するためには、別の

国民年金手帳記号番号の払出しが必要であるところ、オンライン記録により氏

名検索を行うとともに、当時の住所地における手帳記号番号払出簿の内容をす

べて確認したが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうか

がわせる事情は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



  

大阪国民年金 事案 5096 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和58年１月から平成２年１月までの期間又は同年10月から３年

２月までの期間のうちの３か月間の国民年金保険料については、納付していた

ものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58 年１月から平成２年１月までの期間又は同年

10月から３年２月までの期間のうちの３か月間 

私は、加入時期ははっきり覚えていないが、平成元年から３年までの間に

Ａ市役所から国民年金加入の案内が来たので市役所の２階にある国民年金

課の窓口に行って加入手続をし、その年金課の窓口で何年何月分かは分から

ないが、昭和 58年１月から平成２年１月までの期間又は同年 10月から３年

２月までの期間のうちの３か月間の国民年金保険料を納め、手書きの領収書

３枚を受け取った。それなのに３か月間の納付記録が無いのはおかしい。 

１か月の国民年金保険料額は 1万 3,300円ではっきり覚えているが、領収

書は廃棄しており、加入時に国民年金手帳の交付を受けなかったので証明す

るものが無い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ市から国民年金の加入勧奨が来たため、国民年金の加入手続を

行い、その後、昭和 58年１月から平成２年１月までの期間又は同年 10月から

３年２月までの期間のうちの３か月間の国民年金保険料を納付したと申し立

てている。 

そこで、申立人の国民年金の加入手続時期をみると、平成９年の基礎年金番

号付番時点において、社会保険事務所（当時）は、申立人に対する国民年金手

帳記号番号の払出しを確認できず、厚生年金保険被保険者資格を喪失した 21

年７月１日に初めて国民年金被保険者資格を取得し、併せて住所変更したもの

として同年８月 24 日に電算入力処理されていることがオンライン記録から確

認できることから、同年７月及び同年８月の間に国民年金の加入手続が行われ



  

たものと推定できる。この場合、加入手続時点において、昭和 58 年１月から

平成２年１月までの期間及び同年 10 月から３年２月までの期間は未加入期間

となり、制度上、国民年金保険料を納付できない。 

このことは、申立人が、Ａ市において国民年金手帳の交付を受けておらず、

同市の被保険者名簿及び収滞納一覧表が存在しないことと符合している。 

また、申立人は国民年金の加入手続の際に納付した国民年金保険料の納付期

間を記憶していない上、納付を示す関連資料を所持しておらず、申立期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情が見当たらない。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録による各種の氏名検索等を行っ

たが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事

情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



  

大阪国民年金 事案 5097 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人の昭和 63年４月から平成 19 年 10月までの国民年金保険料について

は、免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 男 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和 24年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： 昭和 63年４月から平成 19年 10月まで 

        私は、申立期間のうち、昭和 63 年から元妻と離婚した平成９年ごろまで

の国民年金保険料については、元妻が夫婦二人分の免除申請手続をしてくれ

たと思うが、はっきりしない。 

私は、申立期間のうち、元妻と離婚した平成９年ごろから、平成 19 年に

会社に勤務するまでの国民年金保険料について、自身で免除申請手続を行っ

た記憶はなく、毎年自動更新されているものと思っていた。 

私は、年金事務所で自身の国民年金記録を確認したところ、申立期間前の

期間が免除記録であるのに、申立期間について、未納記録とされているので、

もう一度よく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間のうち、元妻と離婚した平成９年ごろまでの期間の国民

年金保険料については、元妻が免除申請手続を行い、その後は自身で免除申請

手続を行っていないが、自動更新により保険料を免除されていたと申し立てて

いる。 

そこで、申立人及びその元妻の納付状況をみると、申立期間以前の昭和 55

年１月から 63 年３月までの期間の国民年金保険料について、両人は免除申

請が認められていることが確認でき、申立人の陳述どおり、その元妻が二人

分の免除申請手続を行っていたことが推定できる。 

しかし、申立期間のうち、両人が離婚した平成９年７月の直前である同年

２月（申立人の元妻は、平成９年３月に厚生年金保険の被保険者資格を取得）

までの期間の国民年金保険料について、両人共に未納の記録となっている上、

免除申請手続を行っていたとする元妻への聴取ができなかったことから、当



  

時の免除申請手続の状況を確認できなかった。 

また、申立人は、元妻との離婚以降、自身で毎年国民年金保険料の免除申

請手続を行った明確な記憶がなく、継続して保険料の納付の免除を承認され

るには、原則として毎年度免除申請の必要があるところ、申立人は、自動更

新されると思っていたと陳述しており、免除申請を行っていたことを推定で

きない。 

さらに、申立期間は 19 年７か月と長期間であり、社会保険事務所（当時）

及び市が事務的過誤を繰り返したとは考え難い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を免除されていたものと認めることはできない。 



  

大阪国民年金 事案 5098 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人の昭和 36年 10月から 39年４月までの期間、同年７月及び同年８月、

同年９月から 40 年９月までの期間、同年 10 月から 41 年２月までの期間、同

年３月から同年 10 月までの期間及び 43 年１月から 47 年３月までの期間の国

民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 男 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和 12年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： ① 昭和 36年 10月から 39年４月まで 

                 ② 昭和 39年７月及び同年８月 

             ③ 昭和 39年９月から 40年９月まで 

④ 昭和 40年 10月から 41年２月まで 

⑤ 昭和 41年３月から同年 10月まで 

 ⑥ 昭和 43年１月から 47年３月まで 

    私は、申立期間①、②及び④の国民年金保険料については、Ａ市で同居し

ていた姉に私の給料を渡し、お金の管理をしてもらっていたので、その姉か

ら弟である私の分もまとめて国民年金の加入手続及び集金人に対する保険

料の納付をしてもらっていたと思う。 

  申立期間③及び⑤については、Ｂ市で両親が納付してくれていたものと思

う。その両親は既に死亡しており、詳細については分からないが、両親は国

民年金保険料を納付していたし、私の給料を両親に預けていたので、私の保

険料も納付してくれていたと思う。 

  申立期間⑥については、昭和 42年 12月にＢ市役所を退職した後、再度、

妻子とＡ市に住むようになり、妻から集金人に納付してもらっていた。当時

は妻よりも夫優先という時代に、妻は納付済みとされているのに、私は未納

とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①、②及び④について、申立人は、Ａ市で同居していたその姉が国

民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料も姉が納付していたと申



  

し立てている。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期をみると、昭和 47 年６

月ごろにＢ市で払い出されていることが国民年金手帳記号番号払出簿から確

認でき、また、申立人が初めて国民年金被保険者になった日は同年４月１日で

あることが申立人に係るＢ市の国民年金被保険者名簿及びオンライン記録か

ら確認でき、申立内容と符合しない。さらに、申立期間は国民年金未加入期間

であることから、申立人は国民年金保険料を、制度上納付できない。 

加えて、申立人の国民年金保険料を納付していたとする申立人の姉の国民年

金手帳記号番号の払出時期をみると、昭和 44年７月 17日であることが、国民

年金手帳記号番号払出簿から確認でき、申立人とその姉が同居していた申立期

間①、②及び④の当時、姉も国民年金未加入者であった。 

申立期間③及び⑤について、申立人は、その両親がＢ市で国民年金保険料を

納付していたと申し立てている。 

しかし、前述のとおり、申立人は、申立期間当時は国民年金に未加入であり、

申立人の両親は国民年金保険料を、制度上納付できない。 

また、申立人の両親は既に死亡しており、当時の納付状況を確認できない。 

申立期間⑥について、申立人は、その妻がＡ市で国民年金保険料を納付して

いたと申し立てている。 

しかし、前述のとおり、申立期間は国民年金未加入期間であることから、申

立人の国民年金の加入時点において、申立人の妻は同期間の国民年金保険料を

制度上納付することができない。 

また、申立期間は合計で 110か月に及ぶ長期間であり、社会保険事務所（当

時）、Ｂ市及びＡ市において事務的過誤が繰り返されたとは考え難い。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行った

ほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の内容を確認したが、

申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は

見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



  

大阪国民年金 事案 5099 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成８年６月から 12 年６月までの期間及び同年７月の国民年金保

険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成８年６月から 12年６月まで 

             ② 平成 12年７月 

申立期間①については、平成８年６月に会社を退職後、私がＡ市役所Ｂ

支所で国民年金の加入手続を行った後、納付書で国民年金保険料を納付し

た。 

申立期間②については、平成 12年７月に会社を退職後、私がＡ市役所Ｂ

支所で国民年金の加入手続を行った後、納付書で国民年金保険料を納付し

た。 

申立期間①及び②について未納とされているのは納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①及び②について、会社を退職後、Ａ市役所Ｂ支所で国

民年金の加入手続を行った後、納付書で国民年金保険料を納付したと申し立

てている。 

そこで、申立人の国民年金の資格に関する記録を見ると、オンライン記録か

ら、平成 20年９月１日に国民年金の第１号被保険者資格を取得するまで国民

年金に加入した形跡が見当たらず、申立人が国民年金の加入手続を行ったと

するＡ市においても、｢申立人の国民年金被保険者名簿は無い。｣と回答して

いることから、申立期間は国民年金の未加入期間であり、国民年金保険料を

納付することはできない。 

また、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手帳

記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行った

が、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事

情は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5100 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成４年２月から 12 年２月までの期間及び 13 年４月から 14 年２

月までの期間の国民年金保険料については、免除されていたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成４年２月から 12年２月まで 

             ② 平成 13年４月から 14年２月まで 

    私は国民年金に加入したことはなかったが、離婚して１年から２年たった

ころ、市役所から職員が来て国民年金の加入を勧めてくれた。母子家庭で国

民年金保険料を納めることが困難であることを話すと、全額免除の申請をす

るように勧めてくれたので、市役所に行き加入手続及び免除の申請をした。 

その後は、毎年、市役所から免除申請のお知らせが届いたので、平成 16

年 10月に再婚して第３号被保険者になるまで全額免除の申請をした。 

申立期間の記録が全額免除とされていないことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、離婚をして１年から２年たったころに国民年金の加入手続を行い、

以後、平成 16年 10月に再婚して第３号被保険者になるまで継続して国民年金

保険料の免除申請を行っていたと申し立てている。 

 申立期間①について、申立人の国民年金の加入手続時期をみると、オンラ

イン記録から、基礎年金番号の付番年月日が「平-11.９.14」、付番契機が「20

歳到達」と記録されていることが確認できる。これについて、Ａ年金事務所に

照会したところ、「付番年月日時点において、年金に加入していることが確認

できなかったため基礎年金番号が付番され、20 歳までさかのぼって国民年金

被保険者資格を取得した。」との回答があった上、申立人の所持する年金手帳

の記載も「平成 11年９月 14日交付」となっていると申立人が陳述しているこ

とから、申立人は、平成 11 年９月ごろ加入手続を行ったものと推定される。

この場合、国民年金保険料の免除申請が可能な期間は、申請をした月の前月か



                      

  

らその年度末までが対象となることから、申立人が加入手続を行った同年９月

の時点において、申立期間①のうち、４年２月から 11年７月までの保険料は、

制度上、免除申請を行うことはできない。 

また、加入手続時点において、申立期間①のうち、平成 11 年８月から 12

年２月までの国民年金保険料は免除申請が可能であるが、申立人の免除申請に

関する記録を見ると、オンライン記録から、同年４月 28 日に、一括で申請可

能な申立期間①直後の同年３月（平成 11年度最終月）及び平成 12年度の国民

年金保険料について免除申請を行っていることが確認でき、それ以前に 11 年

度の申請を行った形跡が見当たらないことから、申立期間①の保険料は免除さ

れていなかったものと推測される。 

申立期間②について、申立人の国民年金保険料の免除に関する記録を見る

と、オンライン記録から、平成 14 年４月８日に申請可能な申立期間②直後の

同年３月の免除申請を行うまで、平成 13 年度の免除申請を行った形跡が見当

たらない。 

また、平成 14 年８月 26 日に過年度納付書が発行されていることが確認で

きるところ、発行時期及び納付状況から申立期間②の過年度納付書であると考

えられることから、申立期間②の国民年金保険料は免除されていなかったこと

がうかがえる。 

 このほか、申立期間の国民年金保険料の免除申請を行うことが可能な国民

年金手帳記号番号又は基礎年金番号について、オンライン記録により、各種の

氏名検索を行ったが、申立人に対して手帳記号番号の払出し又は基礎年金番号

の付番が行われた形跡は見当たらない。 

 その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を免除されていたものと認めることはできない。 

 

 

 



                      

  

大阪国民年金 事案 5101 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成２年８月から同年 11 月までの期間、４年３月から５年１月ま

での期間、６年３月から同年 10 月までの期間及び７年１月の国民年金保険料

については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成２年８月から同年 11月まで 

             ② 平成４年３月から５年１月まで 

             ③ 平成６年３月から同年 10月まで 

             ④ 平成７年１月 

    独身のころで時期は覚えていないが、自宅に国民年金保険料の納付書が届

いた。一括の納付書が１枚と分割になった納付書が４枚入っていたので、分

割になった納付書を使い、自分で毎月納付したのを覚えている。 

納付時期、納付期間及び国民年金保険料額は覚えていないが、必ず納めて

いるので未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、独身のころ、自宅に送付された国民年金保険料の納付書を使って、

申立期間の保険料を納付したと申し立てている。 

   そこで、申立人の国民年金の加入手続時期をみると、申立人の前後に国民年

金手帳記号番号を取得した被保険者の資格取得の記録から、平成８年８月ごろ

であると推定される。このことから、加入手続を行うまでは、すべての申立期

間は国民年金の加入期間として把握されていなかったことが分かり、申立期間

の国民年金保険料を納付することはできない。 

また、申立人の国民年金の資格に関する記録を見ると、オンライン記録か

ら、平成８年８月 29 日に申立期間①、②、③及び④の資格記録を追加してい

ることが確認できる。この場合、記録追加時点において、申立期間①、②及び

③のうち、６年３月から同年６月までの国民年金保険料は、時効により制度上

納付することはできない。 



                      

  

さらに、申立期間③のうち、平成６年７月から同年 10月までの期間及び申

立期間④の保険料は過年度納付が可能であるが、オンライン記録を見ても過年

度納付書が発行された形跡は見当たらない上、記録が追加された８年８月時点

では、申立人は既に婚姻していることから、独身で実家に居たころ納付書が届

いたとする申立人の陳述からは過年度納付した事情をうかがうことはできな

い。 

   加えて、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行った

が、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる

事情は見当たらない。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 

 

 

 

 

 



                      

  

大阪国民年金 事案 5102 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 37年４月から 38年３月までの期間及び 53年４月から 58年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年４月から 38年３月まで 

             ② 昭和 53年４月から 58年３月まで 

私が 60歳になる少し前、私が経営していた店にＡ市役所の職員が訪ねて

きた。その職員は、私が年金を受給するために不足している期間があり、

その期間の国民年金保険料として５万円を今納付すれば、65 歳になった時

に年金を受け取ることができると言ったので、私は手元にあった現金から

その金額を支払い、その場で領収書を受け取った。 

当時、私が経営していた店の顧客の一人は、この件を覚えているので、

その人から話を聞いてほしい。 

年金受給権を確保できるよう市の職員に国民年金保険料を納付したが、

私が納付した保険料額５万円がどの期間に充てられたか分からないので、

未納期間とされている期間すべてを申し立てる。申立期間が未納とされ、

年金受給権が確保されていないことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、自分が 60 歳になる少し前に、市の職員から勧められて年金が受

給できるように５万円の国民年金保険料を納付したのに、申立期間は未納とさ

れ、年金受給権が確保されていないことは納得できないと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金の納付状況をみると、オンライン記録から納付期

間及び免除期間の合計が 209 か月であることが確認できる。申立人は、大正

13 年＊月生まれであり、受給権を確保するために 228 か月必要であるが、申

立人が 60 歳になるまでの間に、市の職員から受給資格に満たないため国民年

金保険料の納付を勧められたとしても不自然ではない。 



                      

  

しかし、受給権を確保するための国民年金保険料の納付期間に 19 か月不足

している申立人が納付すべき保険料額は、申立期間②のうち、昭和 56 年９月

から 58年３月まで（19か月）が９万 4,140円であり、60歳になる時期より少

し前に保険料５万円を納付したとする陳述と符合しない上、申立人が昭和 59

年度当初の時点において、申立期間①及び②のうち、昭和 56年 12月以前の保

険料については時効により納付することはできない。 

また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したとする時期（昭和 59

年＊月より前）においては、申立期間の保険料は過年度保険料となり、過年度

保険料は金融機関又は社会保険事務所（当時）の窓口で取り扱われ、現年度保

険料しか取り扱わない市は過年度保険料を収納しその領収書を発行しないた

め、受給権確保を目的として市の職員に保険料５万円を納付し、その領収書の

交付を受けたとする申立人の陳述と符合しない。 

さらに、受給権確保のため、申立人が時効制度に関係なく国民年金保険料を

納付するには、昭和 53年７月から 55年６月まで行われた特例納付制度によっ

て可能であるが、当該期間においては保険料額が高額となる特例納付を行わず

に、保険料額が低額となる現年度納付及び過年度納付により受給権確保は可能

であった上、60歳になる少し前に納付したとする申立人の陳述と符合しない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したときに、その場に居

合わせたとする申立人の知人から当時の事情を聴取したが、具体的な陳述を得

ることはできない。 

このほか、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金

手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムにより各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して別の手帳

記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5103 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人の昭和 59年５月から 60年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 男 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和 36年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： 昭和 59年５月から 60年６月まで 

    私は、自宅の購入資金をＡ団体から借入れた際、借入条件として年金未納

期間の国民年金保険料を納付する必要があったため、未納になっていた期間

の保険料をさかのぼって全期間納付した。 

    年金手帳及び納付した際の領収証は見つかっておらず、証明することはで

きないが、申立期間に国民年金に加入し、国民年金保険料を支払ったことは

間違いないので、申立てを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金の加入時期をみると、申立人の国民年金手帳記号番号前

後の第３号被保険者の加入届出状況から、昭和 62年８月 25日から同年９月１

日までに加入手続されたことが推認できる上、オンライン記録により、申立人

は同年９月11日に申立期間直後の60年７月から同年９月までの国民年金保険

料を過年度納付していることが確認できることから、申立期間の保険料は、制

度上、時効により納付することができない。 

また、申立人は、Ａ団体から資金融資を受けた時期を明確に記憶していな

いと陳述しているところ、同団体によると、申立人が同団体から資金融資を受

けたのは平成４年 12 月＊日であり、その時点の借入れ要件は、ⅰ）申込時に

厚生年金保険に加入していて加入期間が３年以上あること、ⅱ）申込月の前月

までの２年間は厚生年金保険の加入期間であるか又は国民年金保険料を納付

していることであることから、申立期間の保険料を納付する必要はないことが

確認できる。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金

手帳記号番号の払出しについて、国民年金手帳記号番号払出簿の内容をすべて



                      

  

視認したほか、氏名別読みによる各種の氏名検索を行ったが、申立人に対し、

別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらな

い。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5104 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成６年 12 月から７年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年 12月から７年３月まで 

申立期間当時は厚生年金保険に加入していなければ、国民年金に加入し

ないといけないと思っていた。前職を平成６年 12 月に離職後、自宅に長方

形の何枚かつづりの書類が届いたので、Ａ市又は職場の近くの市役所の窓口

でその書類に書かれていた金額を現金で支払った。確かに申立期間の国民年

金保険料を納付しているので、よく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金被保険者資格については、平成８年６月 16 日に初めて第

１号被保険者資格を取得していることが、オンライン記録により確認できる

ことから、申立期間は、国民年金の未加入期間であり、制度上、国民年金保

険料を納付することができない期間であると考えられる。 

また、申立人は、国民年金の加入手続についての記憶がないほか、国民年金

保険料の納付の契機となったのは前職離職後に自宅に届いた複数枚の長方形

の用紙であり、当該用紙に書かれていた金額を納付したと陳述していること

から、当該用紙は納付書であると考えられるが、加入手続を行っていないに

もかかわらず、申立人に納付書が送付されることは考え難い。 

さらに、申立人が、申立内容のとおり、申立期間の国民年金保険料を納付す

るためには、別の国民年金手帳記号番号の払出しが必要であるところ、オン

ライン記録により各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して別の手帳記号

番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5105 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58年２月から 60年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年２月から 60年６月まで 

私は、昭和 56 年 10 月にＡ市役所において国民年金の加入手続を行い、

同年 11 月の結婚をはさみ現在まで継続して国民年金保険料を納付してきた。

それなのに申立期間が未納とされているのは納得できない。 

夫が昭和 60年７月に国民年金の加入手続を行った際、私の国民年金手帳

も社会保険事務所（当時）に持って行かれ、返してもらった時には日付がお

かしかったことを覚えている。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 54 年７月に国民年金に強制加入した後、厚生年金保険の加

入期間を経て、56年 10月１日に再度国民年金に強制加入し、同年 11月 22日

に任意加入に種別変更した後、58年２月 25日に資格を喪失し、60年７月１日

に再度国民年金に強制加入したことがオンライン記録により確認でき、これら

の記録は、申立人が所持する年金手帳、Ａ市が保管する申立人の記録及び申立

人に係る特殊台帳の記録と一致していることから、申立期間は任意加入資格の

喪失後の未加入期間となり、国民年金保険料は、制度上、納付することができ

ない。 

なお、申立人は、任意加入資格の喪失届を自ら行った記憶はないとしている

が、任意加入資格は、加入者自らが届出を行うこととされている。 

また、申立人は、昭和 57年度及び 60年度の国民年金保険料納付通知書及び 

国民年金保険料領収証書を所持しているが、ⅰ）58年度及び 59年度の国民年

金保険料納付通知書及び国民年金保険料領収証書を所持していないこと、ⅱ）

57年度の国民年金保険料領収証書の昭和 58年２月及び同年３月の欄には、領

収印が押されていないこと、ⅲ）昭和 60 年度の国民年金保険料納付通知書は



                      

  

昭和 60 年８月２日に発行され、同年４月から同年６月までの欄には、保険料

を納付する必要がないことを示す「×××××」が表示されていることから、

申立人は、申立期間の保険料を納付していなかったものと考えられる。 

さらに、別の国民年金手帳記号番号の払出しについて、申立期間に係る国民

年金手帳記号番号払出簿の内容をすべて視認し、オンライン記録において、各

種氏名検索を行ったが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されていた

ことをうかがわせる事情は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料は無く、ほかに該当期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5106 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成元年２月から３年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年２月から３年３月まで 

    制度上、学生が国民年金に加入しなければならなくなった時に両親からさ

かのぼって国民年金保険料を納付するべきだと言われ、母親が私に代わりＡ

市役所において、さかのぼって加入手続をし、一括で保険料を納付したが、

社会保険事務所（当時）の記録では平成元年２月から３年３月までの納付記

録が無い。保険料を納付したにもかかわらず、記録が無いのは市役所の職員

が搾取した可能性があり納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、学生が国民年金に加入しなければならなくなった平成３年４月に

申立人の母親がＡ市役所において加入手続を行い、元年２月までさかのぼり国

民年金保険料を納付したとしているが、申立人に係る同市の被保険者名簿によ

ると、３年４月 25 日に学生の強制加入被保険者として加入手続が行われ、学

生を強制加入被保険者とする制度が開始された同年４月１日にさかのぼって

被保険者資格を取得している旨記載されていることが確認できる。この場合、

制度上、さかのぼって任意加入の資格を取得することはできず、申立期間の元

年２月から３年３月までは任意未加入期間となるため、当該期間の保険料を納

付することはできない。 

また、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手帳

記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行ったほ

か、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の内容をすべて確認し

たが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事

情は見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書控え等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情等も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5107 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58 年６月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58年６月から 61 年３月まで 

私の夫は、兄の仕事を手伝うために、それまで勤めていた会社を昭和 58

年６月に退職した。その時、兄の会社はまだ厚生年金保険に加入していな

かったので、すぐに夫婦で国民年金に一緒に加入し、夫婦二人分の国民年

金保険料を同年６月から一緒に、期限内に納付してきた。私には、保険料

を納めなかった覚えもないし、夫は、同年６月から保険料を納付している

記録が有るのに、一緒に納めてきた私の記録だけ未納とされているのは納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、夫が退職してすぐに国民年金への加入手続を行ったとしているが、

申立人が国民年金への加入手続を行った時点については、ⅰ）オンライン記録

によると、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号が払い出されている強

制加入被保険者の資格取得月がいずれも昭和 61 年４月であり、強制加入被保

険者であるため加入手続時期からさかのぼって資格を取得したとしても、その

加入手続時期は同年４月以降と考えられること、ⅱ）当時の申立人の住所地に

おける国民年金手帳記号番号払出簿によると、同年４月 22 日に同払出簿の記

載が終了し、申立人の手帳記号番号は、記載されている最終番号以降の番号で

あることが確認できることから、同年４月以降であるものと推認でき、この時

点以降では、申立期間の一部は時効により国民年金保険料を納付できない期間

となる。 

また、申立人は、夫婦同時に国民年金の加入手続を行ったと主張しているが、

国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査によると、申立人の夫の国民年金手帳

記号番号は昭和 58年 12月 16日に払い出されていることが確認できるものの、



                      

  

その前後の連番を含めて同年11月から59年１月までの間に申立人の手帳記号

番号の払出しは確認できず、申立人の主張と一致しない。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行った

ほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の内容をすべて確認

したが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

加えて、申立期間は 34 か月におよび、これだけの期間、反復的に事務処理

の誤りが継続したとは考え難い上、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付

したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、ほかに申立期

間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5108 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57年８月から同年 12月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57年８月から同年 12 月まで 

私は、昭和 57年８月に会社を退職し、すぐに厚生年金保険から国民年金

への変更手続を行うとともに、同年８月から国民年金保険料を期限内に納

付してきたので、申立期間が未加入期間とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は、

昭和 58年２月に払い出されている上、Ａ市の国民年金被保険者台帳によると、

夫が厚生年金保険被保険者である申立人が、同年１月 25 日に国民年金に任意

加入した旨記載されていることが確認でき、この時点で任意加入被保険者とし

て加入手続が行われたものと推認される。任意加入の場合、制度上、加入月か

らさかのぼって申立期間の国民年金保険料を納付することはできない。 

また、Ａ市の収滞納一覧表によると、申立人は、昭和 58 年１月から国民年

金の保険料を現年度納付していることが確認でき、同年１月に任意加入した状

況と一致している上、加入月以降の保険料の納付については、すべて納付日が

記載されていることが確認でき、当該収滞納一覧表の記録に不自然な点は見当

たらない。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行った

ほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の内容をすべて確認

したが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書控え等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5109 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和63年11月から平成３年２月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 63年 11月から平成３年２月まで 

私は、昭和 63年 11月に仕事を辞めたため、Ａ市役所に行き自分で国民年

金の加入手続をし、同時に国民年金保険料の免除申請手続もしたと記憶して

いる。 

申立期間は、私が病気のために働くことができなかったので、国民年金保

険料を免除してもらっていたはずである。もっとよく調査して、年金記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金の資格記録について、昭和 60年４月 12日に作成された申

立人に係るＡ市の国民年金被保険者台帳を見ると、同年 12月１日に国民年金

被保険者資格を喪失した後、63 年に再加入手続を行い国民年金被保険者資格

の取得がなされたという事跡を確認できず、この状況は、オンライン記録と

も一致する。この場合、申立期間については未加入期間となり、制度上、免

除申請を行うことはできない。 

また、申立期間は３か年度に及ぶことから、当時の制度上、申立期間につい

ては、３回の申請免除手続を行う必要があるが、申立人は、昭和 63 年ごろ、

市役所で加入手続と同時に免除申請を行ったとする記憶以外は定かでなく、

加入手続及び免除申請手続の詳細は不明であり、申立期間の国民年金保険料

について、免除申請が認められていたことを示す関連資料は無く、ほかに申

立期間の保険料について、免除申請がなされていたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

さらに、申立期間の国民年金保険料の免除申請を行うことが可能な別の国民

年金手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索



                      

  

を行ったほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の内容を

すべて確認したが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことを

うかがわせる事情は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を免除されていたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5110 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成８年７月から９年５月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年７月から９年５月まで 

    私は、平成 10 年３月にＡ市からＢ市へ転出するに際し、引越資金を借り

入れるためには、国民健康保険被保険者証の取得及び国民年金の加入が条件

であったので、Ａ市役所に出向いて同被保険者証の手続を行ったところ、国

民健康保険料及び国民年金保険料に未納があることを指摘された。 

    それぞれの未納分の国民年金保険料について、Ａ市役所からは、国民健康

保険料の納付書を毎月送付してもらい、Ｃ社会保険事務所(当時)からは、月

単位に分割した保険料の納付書をまとめて送付してもらった上で、Ｂ市に転

入した同年４月以降、毎月、それぞれについて未納分と当月分の保険料を一

緒に納付してきた。 

    国民健康保険料はすべて納付したのに、国民年金保険料については、申立

期間が未納とされているので、よく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のオンライン記録によると、平成 10 年４月以降の国民年金保険料に

ついては、基本的に毎月現年度納付していることが具体的な納付日を含めて記

録されているところ、申立人が現年度保険料とともに過年度保険料の納付を開

始したのは翌年の 11 年７月 26 日であり、これ以降 12 年４月 27 日までの 10

か月間にわたり、毎月それぞれの納付日時点で２年の時効にかからず納付が可

能であった申立期間直後の９年６月から 10 年３月までの保険料を過年度納付

していることが確認できる。この場合、過年度納付が開始された時点において、

申立期間の保険料は、制度上、時効により納付することができなかったものと

考えられる。 

   また、申立期間は 11 か月間であるが、基礎年金番号が導入された平成９年



                      

  

１月以降は、特に国民年金保険料における収納事務の機械化等により記録管理

の強化が図られており、現年度保険料と一緒に毎月納付してきたとする過年度

保険料の納付記録のみが、毎回連続して欠落する可能性は極めて低いものと考

えられるほか、申立人がＡ市役所に出向いた所期の目的が、国民健康保険被保

険者証の取得にあったとしていることなどを踏まえると、申立人がＢ市に転居

した 10 年４月直後から納付したとする未納分の保険料は、国民健康保険料で

あるとみるのが自然である。 

   さらに、別の国民年金手帳記号番号の払出しの可能性について、オンライン

記録により各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して別の手帳記号番号が払

い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立人が申立期間

の国民年金保険料について納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書控え等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5111 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 59年８月から 61年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年８月から 61年３月まで 

    私は、昭和 59 年３月以前の未納期間の国民年金保険料については、どの

ように納付したのかよく覚えていないが、同年４月に夫の分と一緒に私の保

険料を納付して以降は、夫が同年８月に厚生年金保険に加入後も、私が 61

年４月１日に第３号被保険者となるまで、私の保険料だけは、そのまま引き

続き納付してきた。 

しかし、｢ねんきん特別便｣の加入記録を確認すると、申立期間が国民年金

の加入期間とされず、納付記録が無いので、よく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その夫が厚生年金保険の被保険者資格を取得した昭和 59 年８月

６日付けで、夫と共に国民年金被保険者の資格を喪失していることが、それぞ

れのオンライン記録及び特殊台帳により確認できる上、申立人に係る区の被保

険者名簿を見ると、同年 10月 11日に当該資格喪失届が提出されたこと、及び

61年４月 25日に第３号被保険者該当届が提出され、国民年金法が改正された

同年４月１日までさかのぼって同被保険者資格を取得したことが具体的に記

録されているなど、これらの記録自体に不自然な点は認められない。この場合、

申立期間は、国民年金の任意加入期間における未加入期間であり、制度上、国

民年金保険料を納付することができない期間であるものと考えられる。 

   また、申立人は、その夫が厚生年金保険に加入後も、申立人の国民年金保険

料については、引き続き納付してきたと申し立てているところ、申立人及びそ

の夫のオンライン記録によると、共に申立期間直後の昭和 61 年４月７日にな

って、それまで未納であった申立期間直前の 59 年７月の保険料をさかのぼっ

て過年度納付していることが確認できることから、申立内容と符合しない。 



                      

  

   さらに、別の国民年金手帳記号番号の払出しの可能性について、国民年金手

帳記号番号払出簿の内容を検索ツールで確認するとともに、オンライン記録に

より各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出さ

れていたことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立人が申立期間の国民

年金保険料について納付していたことを示す関連資料(家計簿、確定申告書控

え等)は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5112 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58年４月から 61年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年４月から 61年３月まで 

はっきりとは覚えていないが、昭和 58 年３月に会社を退職したので同年

４月ごろ、自分でＡ市Ｂ区役所Ｃ出張所に出向き、国民年金の加入手続を行

ったように思う。 

申立期間の国民年金保険料については、加入と同時に口座振替の手続を行

ったが、収入が少なかったため、家財を処分して、保険料の資金にあてがっ

た記憶がある。 

申立期間が未納と記録されているのは納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録を見ると、申立人の国民年金手帳記号番号は、前後の手帳記

号番号から、Ｄ県Ｅ市において、昭和 58 年４月１日を国民年金被保険者資格

の取得日として、63 年７月に払い出されたものと推認され、この手帳記号番

号の払出時点においては、申立期間の国民年金保険料は、制度上、納付するこ

とはできない。 

また、申立期間後の転居先であるＦ市役所保存の申立人に係る国民年金被保

険者名簿を見ても、昭和 58年４月１日付けで国民年金被保険者資格を取得し、

61 年４月１日付けで資格を喪失したことが記録されているものの、申立期間

の国民年金保険料については未納と記録されている。 

さらに、申立人は年金手帳を２冊所持しており、当該手帳以外には手帳の交

付を受けたことはないとしている。 

そこで、当該年金手帳を見たところ、１冊については、厚生年金保険に係る

記録のみで、国民年金の記録は無く、また、もう１冊についても、国民年金の

記録はあるものの、昭和 62年 10月に転居したと陳述しているＤ県で交付され



                      

  

たものであり、申立人主張のＡ市Ｂ区での国民年金の加入手続等をうかがわせ

る事跡は認められない上、夫のオンライン記録を見ると、63年７月 25日付け

で任意加入していることから、同日に夫婦一緒に加入手続を行ったと考えるの

が相当である。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行った

ほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行った

が、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当

たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5113 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成９年４月から同年９月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住 所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年４月から同年９月まで 

    平成９年３月末で会社を退職し、その後間もない時期に、自分で区役所に

出向き、国民年金の加入手続を行ったと思う。 

    申立期間の国民年金保険料については、加入手続後、納付書が送付されて

きたので、その納付書を使用して、８万円ぐらいを郵便局で一括して納付し

た記憶がある。 

申立期間が国民年金に未加入とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成９年３月末の会社退職に伴い、その後間もない時期に厚生年

金保険から国民年金への切替手続を行い、申立期間の国民年金保険料について、

送付された納付書により、８万円ぐらいを郵便局で一括して納付したと申し立

てているが、オンライン記録を見ると、申立期間に係る国民年金被保険者資格

の取得履歴は認められず、当該期間は国民年金の未加入期間であるため、制度

上、保険料を納付することはできない。 

   また、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手帳

記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行ったが、

申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当た

らない。 

   さらに、申立人から申立期間の国民年金保険料の納付をめぐる事情を酌み取

ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5114 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47年１月から 56年２月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住 所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年１月から 56年２月まで 

    昭和 57年又は 58年の春ごろ、住民票の交付を受けるために、Ａ市Ｂ区役

所へ行ったところ、国民年金への加入を勧められたので、手続を行った。 

    手続を行った際、１年分ほどの国民年金保険料を納付するように言われた

ので、後日、同区役所へ行って、納付したところ、それ以前の未納分すべて

についても納付するように言われたので、数日後、改めてＢ区役所へ行き、

一括で納付したはずである。 

    区役所で支払った金額は、45万円又は 46万円で、少しお釣りがあったよ

うに思う。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号番号は、

Ａ市Ｂ区において、昭和 58年 10月 11日に払い出されており、この手帳記号

番号の払出時点において、申立期間の国民年金保険料は、制度上、納付するこ

とができない上、当時は特例納付の実施期間中ではないことから、特例納付す

ることもできない。 

   また、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手帳

記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行ったほ

か、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行ったが、

申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当た

らない。 

   さらに、特殊台帳を見ると、申立人は、国民年金手帳記号番号の払出当時の

昭和 58年 10月に、57年４月から 58年７月までの国民年金保険料を一括納付



                      

  

し、その後の昭和 58 年度分については現年度納付している一方、それ以前の

期間についての過年度納付の事跡は確認できず、また、このうち、昭和 58 年

７月の保険料については、59 年２月になって重複納付が判明したため、57 年

１月分に充当処理されている記録もみられることから、申立人は、加入手続時

に、その前年度分までさかのぼって納付したものの、それ以前の期間について

は未納のままであったと考えるのが相当である。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料の納付を行ったとする事情を

酌み取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5115 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 61 年７月から 63 年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61年７月から 63年 10月まで 

私は、常々、年金を納付することは国民の義務だと思っていたので、厚

生年金保険被保険者資格を失った昭和 61年７月ごろに、Ａ市Ｂ区役所で加

入手続を行い、国民年金に加入した。 

国民年金保険料額及び納付手段については、全く記憶にはないが、送付

された納付書に対しては毎月保険料を確実に納付し続けてきたので、申立

期間の保険料が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号番号は、

Ａ市Ｂ区において、平成２年２月 13日に払い出されており、また、オンライ

ン記録を見ると、申立人の国民年金被保険者資格の取得日は、元年 11月１日

とされていることから、申立期間は国民年金の未加入期間となり、申立期間

の国民年金保険料は、制度上、納付することはできない。 

また、オンライン記録を見ると、平成 16 年３月５日に、申立人の国民年金

被保険者資格の取得日が、元年９月 16日から厚生年金保険被保険者資格を喪

失した同年 11 月１日へと訂正されたことにより、同年９月及び同年 10 月の

国民年金保険料が還付されている記録が確認できる。 

これらのことから、申立人は、初めて国民年金被保険者資格の取得手続を行

った際に、厚生年金保険被保険者資格を喪失した年月日について、平成元年

９月 16日と申告したことから、当初の国民年金被保険者資格の取得日が設定

されたものと考えられるが、当初の取得日設定時点においても申立期間は国

民年金の未加入期間となり、申立期間の国民年金保険料は、制度上、納付す

ることはできない。 



                      

  

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行っ

たほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行

ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

加えて、申立人から、申立期間の国民年金保険料の納付を行ったとする事情

を酌み取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



                      

  

大阪国民年金 事案 5116 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成４年４月から７年２月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年４月から７年２月まで 

    大学に行くため平成５年４月にＡ市へ住所を移したが、Ｂ市役所から年金

手帳が送られてきた。その手帳を持ってＡ市役所で加入手続を行い、国民

年金保険料をさかのぼって、母が 20万円ぐらいを納めた。その後の保険料

も大学を卒業するまでは母が納めたので未納とされているのは納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成５年４月ごろに国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料

をさかのぼって納付し、その後の保険料も納付したと申し立てている。 

   そこで、申立人の国民年金の加入手続時期をみると、申立人の国民年金手帳

記号番号の前後の被保険者の資格取得日から、申立人の加入手続は平成９年４

月ごろに行われたものと推定され、また、オンライン記録の基本情報画面には、

国民年金手帳記号番号の記載は無く、基礎年金番号の付番年月日が「平‐９．

４．９」となっていることから、国民年金の加入手続は同年４月ごろに行われ

たと考えられる。この場合、加入手続時点において、申立期間の国民年金保険

料は時効により、制度上、納付することはできない。 

   また、申立人は、平成５年４月ごろに国民年金の加入手続を行った際、母親

が20歳までさかのぼって20万円ぐらいの国民年金保険料を納付したと陳述し

ているが、４年＊月から５年３月までの保険料額は 11万 6,400円となり、申

立ての金額と一致しない。 

さらに、申立人は、Ｂ市からＡ市の住所地に送られて来た年金手帳を持って

Ａ市役所に行ったと陳述しているが、申立人の基礎年金番号の記号はＢ市の記

号ではなく、Ａ市の記号となっている。 



                      

  

このほか、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金

手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムにより各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して別の手帳

記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 

 

 



大阪厚生年金 事案 8467 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46年４月１日から 48年５月ごろまで 

             ② 昭和 48年６月 26日から 51年６月ごろまで 

             ③ 昭和 51年６月ごろから 53年９月ごろまで 

             ④ 昭和 53年９月ごろから 55年９月ごろまで 

             ⑤ 昭和 55年９月ごろから 57年２月ごろまで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社に昭和 41 年３月から 48 年５月ごろまで勤務したのに、46 年４月までの

加入記録しかなく、また、そのために、同社の次に勤務したＢ社、Ｃ社、Ｄ

社Ｅ支店及びＦ社での厚生年金保険加入記録が時期を間違って記録されて

いることが分かった。 

申立期間どおりそれぞれの会社で勤務していたので、厚生年金保険被保

険者期間を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者期

間は、昭和 41 年３月 21 日から 46 年４月１日まで、Ｂ社における同期間は、

46年５月 26日から 48年６月 26日まで、Ｃ社 における同期間は、同年 10月

１日から 50 年９月 20 日まで、Ｄ社Ｅ支店における同期間は、51 年２月１日

から 52 年９月 30 日まで、Ｆ社における同期間は、53 年９月１日から同年 11

月５日までであることが確認できるところ、申立人は、Ａ社を退職したのは

48 年５月ごろであるとし、これを前提として、以後、申立期間のとおり、Ｂ

社からＦ社まで、順次転職したと主張していて、Ｂ社以降の申立期間は、おお

むねオンライン記録よりも約１年から３年遅れており、それぞれの事業所につ

いて、オンライン記録と申立期間は重複しない。 



申立期間①については、申立人は、昭和 48 年５月ごろまでＡ社に勤務し、

厚生年金保険に加入していたと申し立てている。 

しかし、Ａ社は、昭和 53年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなってお

り、申立期間当時の事業主は連絡先不明のため、同社等から申立人の申立期間

における勤務実態及び保険料控除の状況は確認できない。 

また、Ｇ厚生年金基金は、｢申立人に係る加入員資格喪失日は昭和 46 年４

月１日である。｣と回答しており、オンライン記録における厚生年金保険の資

格喪失日と一致している。 

さらに、申立人が明確に記憶している元同僚及びＡ社に係る健康保険厚生

年金保険被保険者名簿において、申立期間に被保険者資格の有る元従業員二人

は、｢申立人のことは覚えているが、退職時期までの記憶はない。｣と陳述して

いる。 

加えて、申立人がＡ社の次に勤務したＢ社において明確に記憶している元

同僚は、｢私は、Ｂ社に昭和 46 年４月から 47 年３月まで勤務しており、申立

人より早く同社に入社していた。また、私の退職時には、申立人は、まだ同社

で勤務していた。｣と陳述している上、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿において、申立期間に被保険者資格の有る元従業員３人は、｢申立人

は、Ｂ社に 46 年５月ごろから 48 年６月ごろまで勤務していたと思う。｣と陳

述しており、オンライン記録と符合する。 

なお、上記のとおり、申立期間のうち、昭和 46年５月 26日から 48年５月

ごろまでの期間は、申立人がＡ社の次に勤務したＢ社において厚生年金保険被

保険者であったことが確認できる。 

申立期間②については、申立人は、昭和 48 年６月 26日から 51年６月ごろ

までＢ社に勤務し、厚生年金保険に加入していたと申し立てている。 

しかし、Ｂ社は、昭和 52年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなってお

り、申立期間当時の事業主は連絡先不明のため、同社等から申立人の申立期間

における勤務実態及び保険料控除の状況は確認できない。 

また、申立人がＢ社を退職した後も同社で勤務していたと陳述している同

僚は、｢私は、Ｂ社に昭和 46 年４月から 47 年３月まで勤務しており、申立人

より早く同社に入社していた。また、私の退職時には申立人はまだ同社に勤務

していた。｣と陳述している上、Ｂ社に係る上記被保険者名簿において、申立

期間に被保険者資格の有る元従業員３人は、｢申立人は、Ｂ社において 46年５

月ごろから 48年６月ごろまで勤務していたと思う。｣と陳述しており、オンラ

イン記録と符合する。 

さらに、前述の被保険者名簿において、申立期間の健康保険整理番号に欠

番は無く、同名簿の記録に不自然な点も見られない。 

なお、上記のとおり、申立期間のうち、昭和 48年 10月１日から 50年９月

20 日までの期間は、申立人がＢ社の次に勤務したＣ社において、51 年２月１



日から同年６月ごろまでの期間は、申立人がＣ社の次に勤務したＤ社Ｅ支店に

おいて、厚生年金保険被保険者であったことが確認できる。 

申立期間③については、申立人は、昭和 51 年６月ごろから 53 年９月ごろ

までＣ社に勤務し、厚生年金保険に加入していたと申し立てている。 

しかし、Ｃ社は、昭和 54年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなってお

り、申立期間当時の事業主は死亡しているため、同社等から申立人の申立期間

における勤務実態及び保険料控除の状況は確認できない。 

また、申立人が、明確に記憶している元同僚は、｢私は、Ｃ社を昭和 51 年

11 月ごろに退職した。当初、申立人は私が退職しようと思ったころに入社し

てきたと記憶していたが、よく考えてみると入社時期をはっきり覚えていない

ので分からない。｣と陳述している上、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿において、申立期間に被保険者資格の有る元従業員一人は、｢私は、

Ｃ社に昭和 48年 10月から 50年 10月まで勤務していた。申立人とは同社にお

いてほとんど同時期に勤務していた。｣と陳述しており、オンライン記録と符

合する。 

さらに、前述の被保険者名簿において、申立期間の健康保険整理番号に欠

番は無く、同名簿の記録に不自然な点も見られない。 

なお、上記のとおり、申立期間のうち、昭和 51 年６月ごろから 52 年９月

30 日までの期間は、申立人がＣ社の次に勤務したＤ社Ｅ支店において、厚生

年金保険被保険者であったことが確認できる。 

申立期間④については、申立人は、昭和 53 年９月ごろから 55 年９月ごろ

までＤ社Ｅ支店に勤務し、厚生年金保険に加入していたと申し立てている。 

しかし、Ｄ社Ｅ支店は、平成 18年に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っており、申立期間当時の事業主は連絡先不明のため、同社等から申立人の申

立期間における勤務実態及び保険料控除の状況は確認できない。 

また、申立人は、元同僚の名前を覚えていないため、Ｄ社Ｅ支店に係る健

康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間に被保険者資格の有る元

従業員 17 人に照会し 13 人から回答を得たものの、うち１人は、｢私は、昭和

52 年９月にＤ社Ｅ支店に入社した。申立人のことは覚えているが、勤務期間

は全く覚えていない。｣と陳述しており、ほかの５人は申立人のことを覚えて

おらず、残り７人は同社で勤務した記憶がない。 

さらに、前述の被保険者名簿において、申立期間の健康保険整理番号に欠

番は無く、同名簿の記録に不自然な点も見られない。 

なお、上記のとおり、申立期間のうち、昭和 53 年９月１日から同年 11 月

５日までの期間は、申立人がＤ社Ｅ支店の次に勤務したＦ社において、厚生年

金保険被保険者であったことが確認できる。 

申立期間⑤については、申立人は、昭和 55 年９月ごろから 57 年２月ごろ

までＦ社に勤務し、厚生年金保険に加入していたと申し立てている。 



しかし、Ｆ社は、昭和 62年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなってお

り、同社から申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除の状況は確認

できない。 

また、申立期間当時のＦ社の取締役は、｢Ｆ社は、私と事業主で設立した会

社であり、申立人は、事業主が声を掛けて、会社設立時に短期間のみ勤務して

いた。また、資料は保存されていないため確認できないが、同社における申立

人の厚生年金保険被保険者期間は記録どおりで間違いない。」と陳述している。 

さらに、Ｆ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期

間の健康保険整理番号に欠番は無く、同名簿の記録に不自然な点も見られない。 

このほか、申立人の申立期間①、②、③、④及び⑤に係る保険料控除を確

認できる関連資料は無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 8468 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

                           

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年４月 29 日から同年８月１日まで 

② 昭和 47 年２月１日から同年４月 28 日まで 

③ 昭和 48 年４月１日から同年７月１日まで 

 厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、申立期間の加

入記録が無いと回答を受けた。 

申立期間①については、Ａ社において、昭和 45年４月から同年夏ごろに

いったん退社するまで勤務したのに、同年４月の１か月しか加入記録が無

い。 

申立期間②及び③については、申立期間の前に勤務していた事業所を退

社した翌日から勤務したのに、申立期間の加入記録が無い。 

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人は、昭和 45年７月末までＡ社で勤務し、厚

生年金保険に加入していたと申し立てている。 

しかし、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において申立人と

同日に資格を取得している元従業員に照会し５人から回答を得たが、１人は申

立人のことを記憶しておらず、残り４人は、「申立人は、Ａ社に継続して勤務

していた。」と陳述しているものの、申立人自身は、「昭和 45 年夏ごろにいっ

たん退職した。」としていることから、これらの者の陳述は信ぴょう性が低く、

申立人の申立期間における勤務実態等を推認することはできない。 

また、Ａ社は、昭和 53年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

申立期間当時の事業主及び給与事務等を担当していたその妻は既に死亡して

いるため、同社等から申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除の状



況を確認することができない。 

申立期間②については、Ｂ社の元経理担当者の陳述内容から判断して、申

立人が申立期間も同社で勤務していたことが推認できる。 

しかし、前述の元経理担当者は、「実務経験の乏しい社員は、入社後３か

月程度は試用期間として社会保険に加入させていない。」と陳述しているとこ

ろ、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、昭和 47 年４月

28 日に資格を取得している申立人を含む４人のうち３人は、同社での資格取

得日と同社に勤務する前の事業所における資格喪失日との間に２か月から３

か月間までの空白期間が有ることが確認できる。 

また、Ｂ社は、昭和 60年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている

上、申立期間当時の事業主は既に死亡しているため、申立人の申立期間に係る

厚生年金保険料控除の状況等を確認することはできない。 

申立期間③については、申立人は、Ｃ社で勤務し、厚生年金保険に加入し

ていたと申し立てている。 

しかし、オンライン記録によれば、Ｃ社が厚生年金保険の適用事業所とな

ったのは、申立人が同社で被保険者資格を取得している日と同日の昭和 48 年

７月１日であり、申立期間は適用事業所ではない。 

また、Ｃ社は昭和 48 年 10 月に厚生年金保険の適用事業所ではなくなって

いる上、申立期間当時の事業主も所在不明であることから、申立人の申立期間

に係る勤務実態及び保険料控除の状況が確認できない。 

さらに、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、同社が

厚生年金保険の適用事業所となった日に被保険者資格を取得している元従業

員に照会し３人から回答を得たが、申立人を覚えている者はおらず、また、全

員が同社が適用事業所となるまで給与から厚生年金保険料は控除されていな

かったと陳述している。 

このほか、申立人の申立期間①、②及び③に係る保険料控除を確認できる

関連資料は無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 8469 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 明治 36年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 21年８月１日から 24年６月まで 

② 昭和 40年９月から 41年７月まで 

夫の厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したとこ

ろ、申立期間の加入記録が無いと回答を受けた。 

申立期間①については、在外事実・引揚事実等に関する証明書に本邦上

陸年月日及びＡ社での勤務が記載されているので、同社で勤務していたと思

う。 

申立期間②については、Ｂ社で勤務していたと思う。 

申立期間について、夫の厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人の妻は、申立人に係る在外事実・引揚事実等に

関する証明書及び昭和 24 年ごろに申立人がＣ社から受け取ったと考えられる

書簡から、申立人はＡ社に勤務していたと申し立てている。 

しかし、申立人が申立期間当時に勤務したとするＡ社は、オンライン記録に

おいて、厚生年金保険の適用事業所となった記録は無く、また、同社の所在地

を管轄する法務局で商業登記の記録も確認できない。 

さらに、申立人は既に死亡している上、前述の書簡に記載されているＡ社の

元従業員二人の氏名をオンライン記録で検索しても、該当する被保険者記録は

見当たらないことから、これらの者から申立人の申立期間における勤務実態及

び保険料控除の状況を確認することができない。 

申立期間②について、申立人の妻は、申立人はＢ社に勤務していたと思うと



申し立てている。 

しかし、Ｂ社は、平成９年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

同社から申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除の状況は確認で

きない。 

また、Ｂ社の元代表取締役は、「申立人は、前代表取締役の知り合いだった。

私は、昭和 30年から 49年までＢ社の代表取締役に就任していたが、申立人は

前代表取締役が退任後、しばらくしてから退職した。申立人を再雇用したこと

はない。」と陳述しているところ、申立人は、Ｂ社において、申立期間以前の

昭和29年６月１日から30年５月１日まで厚生年金保険の加入記録が確認でき

る。 

さらに、元同僚は、「昭和 28年から 30年までごろに経営陣の交替があった。

その間に申立人が在籍していたことを覚えているが、申立期間は在籍していな

かった。」と陳述している。 

加えて、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、昭和 31

年５月以降に被保険者資格を取得し、申立期間に加入記録が確認できる元従業

員に照会し 12人から回答を得たが、申立人を覚えている者はいない。 

このほか、申立人の申立期間①及び②に係る保険料控除を確認できる関連資

料は無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 8470 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

                           

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年６月 21日から 18年７月１日まで 

    ねんきん定期便により、Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬

月額が実際に受け取っていた給与額より低い 38 万円で記録されていること

が分かった。 

申立期間当時は約 48万円の給与を受け取っていたので、標準報酬月額を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額の

それぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月

額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

Ａ社提出の申立期間に係る賃金台帳及び源泉徴収簿により、申立期間の報酬

月額に基づく申立人の標準報酬月額は 47 万円若しくは 50 万円となるものの、

保険料控除額に基づく標準報酬月額は 38 万円であり、オンライン記録と一致

する。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 8471 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 30年 11月 19日から 39年５月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、申立期間の加入

記録が無いとの回答をもらった。昭和 30年５月から 57年８月までＡ社(現

在は、Ｂ社）に継続して勤務し、申立期間も会社からもらった健康保険被保

険者証を持っていた。 

申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の労働者名簿から、申立人が申立期間もＡ社に継続して勤務していたこ

とが確認できる。 

しかし、申立人は、「申立期間当時、４人から５人までの同僚と共にＡ社の

Ｃ部門に所属し、Ｄ社という会社の下請で、Ｅ業務に従事していた。」と陳述

しており、当該同僚のうち３人の氏名を記憶しているところ、Ａ社に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿を見ても、申立期間において当該３人の記録は

確認できず、当該３人は申立人と同日の昭和 39 年５月１日に同社で被保険者

資格を取得していることが確認できる。 

また、当該同僚３人に照会したところ、１人は、「昭和 35年ごろだったと思

うが、医者に行こうと思ったら、健康保険被保険者証が無かったので行けなか

った。」と陳述しているほか、別の同僚の妻も、「昭和 35 年に結婚したとき、

厚生年金保険及び医療保険について夫に尋ねたところ、何もないと言われたの

で、当時住んでいた地域の役所に行って、国民年金と国民健康保険に加入し

た。」と陳述しており、オンライン記録を見ると、当該同僚が昭和 36年４月１

日から申立期間の終期である 39 年５月１日まで国民年金に加入し、国民年金

保険料を納付していることが確認できる。 



さらに、Ｂ社は、「申立人は、申立期間に他社の下請業務に専従することと

なったので、いったん資格を喪失させたことも考えられるが、賃金台帳等が残

っていないので、申立期間の保険料控除については不明である。」としている。 

加えて、Ｂ社保管の健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認及び標準報

酬決定通知書を見ると、申立人及び前述の同僚３人について、事業主が、オン

ライン記録どおりの昭和 39 年５月１日に被保険者資格を取得させる届出を社

会保険事務所（当時）に行ったことが確認できる。 

また、申立人は、申立期間もＡ社からもらった健康保険被保険者証を持って

いたとしているが、前述の被保険者名簿を見ると、昭和 30 年 11月 19 日の被

保険者資格の喪失に伴い、同被保険者証を社会保険事務所に返したことを示す

「証返納済」の記載が確認でき、同名簿の記録に不自然な点も見られない。 

一方、申立人が申立期間にＤ社で厚生年金保険に加入していた可能性を考慮

し、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿も調査したが、申立人の記

録は無く、同名簿の記録に不自然な点も見られない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 8472 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39年 11月 10日から 40年７月 21日まで 

 社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ

社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。

同社には昭和 40 年７月まで勤務していたので、申立期間も厚生年金保険被

保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の陳述から判断して、申立人が申立期間もＡ社に継続して勤務し

ていたことが推認できる。 

しかし、Ａ社の人事記録を見ると、申立人の退職日は、オンライン記録と符

合する昭和 39年 11月９日と記録されている。このことについて前述の同僚の

一人は、「私及び申立人は、Ｂ社という事業所に勤務していたが、同社が昭和

39 年５月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなり、同社に勤務してい

た私及び申立人を含む数人は、Ａ社に引き取られることとなった。私たちは、

同社に面倒を見てもらっているという立場で、肩身の狭い思いをしたが、申立

人は、同社の担当者と意見がぶつかることがよくあった。そのことも申立人の

同年11月10日の資格の喪失に影響しているのではないか。」と陳述している。 

また、申立期間当時の事業主及び経理担当者は既に死亡しているため、これ

らの者から申立人の申立期間における保険料控除等の状況を確認することが

できない。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立人が

昭和 39 年 11 月 10 日に被保険者資格を喪失したことに伴って、同年 11 月 27

日に健康保険被保険者証が社会保険事務所に返還されたことを表す「11.27証

返」の記載が確認できるほか、同名簿の記録に不自然な点も見られない。 



このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 8473（事案 3726及び 6186の再々申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 32年２月１日から 34年４月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ

社(現在は､Ｂ社)で勤務した期間のうち､申立期間の加入記録が無いとの回

答を受けた。 

それで、年金記録確認第三者委員会に記録の訂正を申し立てたが、申立期

間の一部における勤務は推認できるものの、厚生年金保険料の控除について

までは認められないとして、申立ては認められなかった。 

前回の当該第三者委員会への再申立てに当たって、自身が記憶するＡ社の

取引先事業所等をまとめた一覧表を提出したが、この一覧表に記載したＣ社

(現在は、Ｄ社)の連絡先に誤りがあった。今回、同社の正しい連絡先を提示

するので、同社に照会の上、申立期間について厚生年金保険被保険者期間と

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）当時の事業主の家族の陳述から判断

して、申立人が申立期間のうち昭和 33 年１月以降の期間においてＡ社に勤務

していたことは推認できるものの、Ｂ社は申立期間当時の人事記録等の資料を

保管しておらず、申立期間当時の事業主は既に死亡しているため、申立人の申

立期間に係る厚生年金保険料控除について確認することはできない、ⅱ）申立

人提出の同僚及び取引先事業所をまとめた一覧表において、連絡先が判明した

者に照会を行ったが、申立人の申立期間に係る入社時期を記憶している者はい

ない等として、既に当委員会の決定に基づき、平成 21 年７月 27 日付け及び

22年４月 23日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 



今回、申立人は、前回の再申立てに当たって提出した申立期間当時の取引先

事業所等の一覧表において、Ｄ社の連絡先に誤りがあったとして、同社の正し

い連絡先を提示している。 

そこで、Ｄ社に照会したところ、同社の従業員の陳述等から判断して、申立

人が申立期間のうち昭和 33 年１月より前の期間についてもＡ社に勤務してい

たことが推認できる。 

しかし、前述のＤ社の従業員は、「申立人の申立期間における厚生年金保険

の加入及び保険料控除については分からない。」と陳述している。 

また、今回、申立人の申立期間における保険料控除について、改めてＢ社等

に照会したところ、同社の現在の経理担当者は、「厚生年金保険の資格取得の

手続を行っていない従業員から、厚生年金保険料を控除するようなことはな

い。」と陳述しており、申立期間当時に経理を手伝っていたとする元従業員も、

「昭和 34 年４月に申立人の厚生年金保険の資格取得の手続を行うまでは、申

立人の給与から厚生年金保険料を控除していなかったのではないか。」と陳述

している。 

そのほかに、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 8474 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51年１月 31日から同年２月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い

との回答をもらった。同社には、昭和 51 年１月 31 日まで在職しており、

厚生年金保険料の控除が確認できる同年１月分の給料支払明細票を提出す

るので、申立期間も厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 51 年１月 31 日までＡ社に勤務し、申立期間も厚生年金保

険に加入していたと申し立てている。 

しかし、Ｂ社保管の申立人に係る退職願を見ると、申立人は、退職希望年

月日をオンライン記録と符合する昭和51年１月30日と願い出ていることが確

認できる。 

また、申立人のＡ社における雇用保険の資格喪失日も昭和 51 年１月 30 日

であり、厚生年金保険の記録と符合している。 

さらに、申立人提出の昭和 51年１月分の給料支払明細票において、厚生年

金保険料の控除が確認できるが、Ｂ社は、「当社は、申立期間当時から現在に

至るまで、毎月の厚生年金保険料を翌月の給与から控除する翌月控除方式を取

っていることから、当該給料支払明細票に記載の厚生年金保険料は、昭和 50

年 12月の保険料である。」としている。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無

く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 8475 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年３月 29日から 63年５月２日まで 

    私は、昭和 60 年７月１日にＡ社（現在は、Ｂ社）に入社し、Ｃ市に所在

した業務請負先の工場において勤務していた。その後、時期及び工場名は不

明であるが、Ｄ市に所在した業務請負先の工場に異動となり、平成元年４月

５日まで継続して勤務していた。 

しかしながら、年金事務所の記録では、申立期間が厚生年金保険に未加入

とされている。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間も継続してＡ社に在籍し、Ｄ市に所在した業務請負先の

工場で勤務していたと申し立てているところ、雇用保険の記録から、勤務場所

は特定できないものの、申立人は、申立期間のうち、昭和 61 年５月２日以降

の期間は同社に勤務していたことが確認できる。 

しかしながら、Ｂ社は、「当時、当社では雇用保険と厚生年金保険被保険者

資格の取得手続を一体的には取り扱っておらず、雇用保険と厚生年金保険被保

険者資格の取得時期が異なることがあった。」と回答している上、Ａ社に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿から抽出して調査した複数の同僚の厚生

年金保険と雇用保険の資格取得日をみても、区々
まちまち

となっていることが確認でき

る。 

また、Ｂ社は、「当時の資料が残っていないため、申立人の勤務期間、勤務

場所、厚生年金保険への加入状況及び保険料控除については不明であるが、業

務請負先で勤務していた従業員は臨時雇用者として採用しており、入社後、一

定期間を経過した後に厚生年金保険に加入させていた。また、一定期間経過後



も本人の希望により加入させていない者及び本人の意志が確認できず加入時

期が遅れる者もいたが、いずれの場合も厚生年金保険に加入させる前の期間は

保険料を給与から源泉控除するようなことはなかった。」旨を回答しているほ

か、「業務請負として勤務する従業員が勤務場所を異動した場合、給与額及び

勤務形態も変更となることから、異動時点で一旦
いったん

、退職とする事務手続を行い、

異動先の事業所において再雇用とする取扱いを行っていたことが考えられ

る。」とも回答している。 

さらに、申立人は同僚の氏名を記憶していないため、上記の被保険者名簿か

ら、申立期間当時の同僚を抽出して調査したものの、申立人の勤務実態及び厚

生年金保険料の控除等について具体的な陳述は得られず、確認することはでき

なかった。 

加えて、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人の申立期間における被保険者記録は見当たらなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 8476 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料 

  を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年３月 27日から同年４月１日まで 

私は、Ａ社を退職する際に、同社の社長から昭和 52年３月末までの給与

を支給したので、同年３月末まで勤務してほしいと言われ、同年３月末を

もって退職した。 

しかしながら、社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を確

認したところ、Ａ社における資格喪失日は昭和 52 年３月 27 日となってお

り、申立期間の記録が無い。 

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ社において、昭和 52年３月 31日まで勤務していたと申し立て

ている。 

しかしながら、雇用保険の記録及びＢ厚生年金基金提出の厚生年金基金加入

員資格喪失届によると、申立人の離職日及び退職日は昭和 52年３月 26日であ

ることが確認でき、当該記録は、オンライン記録における厚生年金保険被保険

者資格の喪失日と一致している。 

また、申立人を記憶していた同僚のうちの一人は、「申立人は、Ａ社を昭和

52年３月末ではなく、同年３月の月途中で退職した。」と回答している。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立期間前後

に資格を喪失している複数の同僚を抽出して調査したところ、回答が得られた

複数の同僚は、「Ａ社における退職日は、本人の意向により決まっており、全

員が月末付けで退職するということはなく、月の途中で退職する者も多かった。

また、退職する時に同社から、月末までの給与を支払ったので、月末まで勤務

してほしいと言われた記憶もない。」旨陳述している上、当該複数の同僚が記



憶していた自身の退職日と厚生年金保険被保険者資格の喪失日はほぼ一致し

ていることが確認できる。 

加えて、Ａ社の申立期間当時の事業主及び社会保険事務担当者は所在が不明

であり、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除につい

て確認することができない。 

また、上記の複数の同僚からも、申立人の申立期間における厚生年金保険料

の控除について具体的な陳述は得られず、これを確認することはできなかった。 

さらに、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人の申立期間における被保険者記録を確認することはでき

なかった。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 8477                    

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 62年１月 31日から同年２月１日まで 

    ねんきん特別便を見ると、Ａ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日の記

録が昭和 62年１月 31日となっている。Ｂ社に問い合わせたところ、同年１

月 31日付けの退職を、同年１月 30日付けの退職として届け出たとの回答が

あり、本人から年金記録確認第三者委員会に申立てするように言われたので、

同社における資格喪失日の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社を昭和 62 年１月 31 日付けで退職したので、同社における

資格喪失日は同年２月１日であると申し立てている。 

しかしながら、Ｂ社提出の「健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認

通知書」を見ると、昭和 62年１月 30日退職、同年１月 31日資格喪失と記載

されており、オンライン記録及び雇用保険の記録と一致している。 

また、Ｂ社の現在の事務担当者は、「当時の事務担当者は既に退職してい

るため、詳細は不明であるが、申立期間当時は、会社の社会保険料負担を抑

えるため、月末退職者の資格喪失日を翌月の１日とせず、退職日を資格喪失

日とする届出を行っていた。申立人についても、昭和 62 年１月 31 日まで在

職していたと考えられるが、資格喪失日を同日として届け出たと考えられ

る。」旨陳述している。 

さらに、申立人と同様に月末を退職日として「退職願」を提出している複

数の同僚についても、申立人と同様に退職日を資格喪失日として届け出られ

ていることが確認でき、申立期間当時、同社では月末退職者については同日

を資格喪失日とする取扱いを行っていたことがうかがえる。 

一方、Ｂ社は、「申立人の給与明細等の資料が無く、退職月である昭和 62



年１月の保険料を控除したか否かは不明である。しかし、上記のとおり、当

時は月末退職者については退職日を資格喪失日とする事務処理を意図的に行

っていたことから、従業員の給与から退職月に係る保険料を控除していない

と思う。」旨陳述している。 

また、申立人が名前を挙げた同僚及びＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿から申立人と同様に月末に被保険者資格を喪失している複数の同僚

を抽出調査したものの、申立人の申立期間における保険料控除をうかがわせる

具体的な陳述を得られず確認することができなかった。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 8478 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 56年３月ごろから 57年３月ごろまで 

             ② 昭和 58年 11月ごろから 59年３月ごろまで 

    申立期間①について、私は、昭和 56 年３月に大学を卒業し、アルバイト

としてＡ社に入社した。勤務地はＢ社で、Ｃ業務を行っていた。 

    申立期間②について、私は、試験に合格した後、採用されるまでの期間に、

Ｄ市にあった「Ｅ事業所」(厚生年金保険の適用は、Ｆ社)において、Ｇ職と

して勤務した。業務内容は、Ｈ業務であった。同社の発行していた給料支払

明細書において、社会保険料が控除されていたと思う。 

    しかしながら、社会保険事務所（当時）の記録では、申立期間の加入記録

が無く、納得できない。 

    申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人の申立期間におけるＡ社での在職については、

事業主及び同僚からは具体的な陳述を得ることができなかったものの、申立人

は、当時の業務内容等を明確に記憶していることから判断すると、期間は特定

できないものの、申立期間において、同社に勤務していたことが考えられる。 

しかし、申立人がＡ社においてＩ職の管理業務を担当していたとして名前を

挙げた者は、「申立人のことは記憶にないが、私は、Ａ社でＩ職の人員配置を

担当していた。申立期間当時、Ｉ職は試験勉強をしながら勤務する者及びほか

の会社を定年退職した後、年金を受給しながら勤務する者などがいたが、ほと

んどの者が社会保険に加入していなかったと思う。また、会社側も会社負担の

保険料が発生するので、従業員から強く申し出たケース以外はＩ職等を社会保

険に加入させていなかったと思う。」旨陳述している。 



また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において氏名が確認で

き所在の判明した 17 名の同僚を抽出し、事情照会したところ、６名から回答

が得られたものの、いずれの者も「申立人を記憶していない。」と回答してい

る上、これら同僚の中からは、「私は、申立人とは別の会社のＩ職であったが、

担当した会社は問題が起こっていたので、身の危険を感じ、会社に申し出て厚

生年金保険に加入した。当時、会社は必ずしもすべてのＩ職を厚生年金保険に

加入させることはなかったと思う。」旨の陳述があり、上記の担当者の陳述と

符合していることから、申立期間当時、Ａ社ではＩ職を厚生年金保険に加入さ

せていなかったことがうかがえる。 

さらに、Ａ社及び申立期間当時の事業主は、「当時の資料が残っていないた

め、申立人に対する厚生年金保険の取扱い及び保険料控除は不明。」と回答し

ており、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認するこ

とはできなかった。 

加えて、Ａ社に係る上記被保険者名簿において、申立期間当時の健康保険整

理番号に欠番は無く、記録に不自然な点も見当たらないほか、オンライン記録

において、申立人の氏名の読み方の違い等による検索を行ったが、申立人の申

立期間①における被保険者記録は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

申立期間②について、申立人の申立期間におけるＦ社での在職については、

事業主からは具体的な陳述を得ることができなかったものの、申立人は、当時

の業務内容等を明確に記憶していることから判断すると、期間は特定できない

ものの、申立人は、申立期間において、同社に勤務していたことがうかがえる。 

しかし、Ｆ社「Ｅ事業所」の所長で後にＪ事業所の所長であったとして、申

立人が名前を挙げた同僚は、「申立人とは事業所間の交流時及び会議で立ち寄

った際などに何度か会ったことがあるが、申立人が厚生年金保険に加入してい

たか否かまでは知らない。当時、正社員は各事業所の大きさに応じ１名から２

名までで、ほかはアルバイトであった。厚生年金保険は、正社員は必ず加入し

ていたが、アルバイトは加入していなかった。」旨陳述している。 

また、Ｆ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立人が氏名を

挙げた者と同姓の２名に事情照会したものの、回答は得られなかったほか、同

社の申立期間当時の事業主は所在不明のため、事情照会することができず、こ

れらの者から申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料控除に

ついて確認することができなかった。 

さらに、上記被保険者名簿から、所在の判明した 20 名の同僚を抽出し事情

照会したところ、11 名から回答が得られたものの、いずれの者も「申立人を

記憶していない。」と回答しており、申立人が申立期間において事業主により

給与から厚生年金保険料を控除されていたことをうかがわせる具体的な陳述



は得られなかった。 

加えて、上記被保険者名簿において、申立期間当時の健康保険整理番号に欠

番は無く、記録に不自然な点も見当たらないほか、オンライン記録において、

申立人の氏名の読み方の違い等による検索を行ったが、申立人の申立期間②に

おける被保険者記録は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間②において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 8479 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 47年４月１日から 49年１月 30日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、申

立期間の加入記録が無い旨の回答を得た。 

    私は、大学を卒業後、昭和 47 年４月にＡ社Ｂ本社に入社し、その３か月

後には、Ｃ社（現在は、Ｄ社）へ研修を兼ねて出向した。同社の同僚に勧誘

されて入部した部活の一員として、企業間の部活の試合にも出場した。 

申立期間にＡ社及びＣ社で勤務していたことは間違いないので、申立期間

について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 47年４月にＡ社Ｂ本社に入社したと主張している。 

しかし、Ａ社は、申立期間当時の人事関係資料では申立人の在籍を確認でき

ないとしているほか、申立人が同社に入社したとする昭和 47 年度に新卒で同

社に入社した元従業員は、「私が保管している『入社式次第 昭和 47年度新入

社員名簿』で確認できる新入社員 270人の中に申立人の氏名は無い。」として

おり、申立人の同社における勤務実態は確認できない。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、昭和 47 年

４月１日に被保険者資格を取得していることが確認できる元従業員 12 人に照

会し４人から回答を得たが、いずれの者も申立人を記憶しておらず、これらの

者から申立期間における申立人の勤務実態を確認することもできない。 

一方、申立人は、Ａ社に入社してから３か月後に、同社からＣ社へ研修を兼

ねて出向したと主張している。 

しかし、Ｄ社は、「昭和 47 年から 49 年当時の正社員及び出向者に関する人

事記録等において、申立人の氏名は確認できない。」としており、申立期間に



おける申立人の勤務実態が確認できない。 

また、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において申立期間に被

保険者記録の有る 13 人及び申立期間当時にＡ社からＣ社に出向していた１人

の計 14人に照会し、11人から回答を得た。このうち、申立人が、自身をＡ社

の関連会社社員等が所属する部活に勧誘したとするＣ社の元従業員は、申立人

を当該部活に勧誘したことを記憶しているものの、申立人の所属会社及び部署

については不明であると陳述している。さらに、残る 10 人は申立人を記憶し

ていないことから、これらの者から申立期間における申立人の勤務実態を確認

することができない。 

加えて、前述の元従業員のうち、複数の者が、Ａ社の新入社員がＣ社に出向

することは考え難いとしている。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料控除を確認できる関連資

料は無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金  事案 8480 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 26年３月 25日から 30年 10月 20日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社で勤務した期間の加入記録が無いとの回答を受けた。同社には、将来、自

身で会社を経営するために、見習いとして勤務していたので、申立期間につ

いて、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の元従業員及び元役員の妻の陳述から、申立人は、申立期間に同社で勤

務していたことが推認できる。 

しかし、申立人及び元従業員の陳述並びに商業登記の記録から、少なくとも

昭和24年ごろから26年３月ごろまでＡ社で勤務していたと考えられる元取締

役の厚生年金保険の加入記録を見ると、25年９月１日から同年 10月１日まで

の１か月のみとなっている。 

また、代表取締役は厚生年金保険の適用対象者であったところ、Ａ社に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立期間当時の同社の代表取締

役として商業登記簿に記載されている者及び当該被保険者名簿の表紙に事業

主として記載され、元従業員が同社の会長であったとする者（商業登記簿上は

監査役）の厚生年金保険被保険者資格の取得日は、いずれも申立期間後の昭和

32 年９月１日、同年５月１日と記載されており、いずれの者についても申立

期間当時は厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

さらに、申立人が自身より入社が早いとし、本人も申立人より入社が早かっ

たとしている元従業員の厚生年金保険の加入記録を見ると、Ａ社における被保

険者資格の取得日は、申立人が入社したとする昭和 26 年３月より２年以上遅

い 28年７月 10日となっている。 



これらのことから、申立期間当時、Ａ社では、必ずしもすべての従業員を厚

生年金保険に加入させておらず、また、加入させる場合であっても、必ずしも

入社と同時に加入させる取扱いではなかったことがうかがえる。 

さらに、Ａ社は昭和 42 年に解散している上、同社の設立から解散まで代表

取締役であった者は既に死亡しており、26 年３月から 39 年 11 月まで代表取

締役であった者は病気療養中のため聴取できないことから、これらの者から、

申立人の申立期間における保険料控除等の状況を確認できない。 

加えて、前述の被保険者名簿において、申立期間の健康保険整理番号に欠番

は無く、同名簿の記録に不自然な点も見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 8481（事案 4467の再申立て)  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 29年９月１日から 30年６月３日まで 

         ② 昭和 30年８月１日から 38年 10月 28日まで 

年金記録確認第三者委員会は、当初の申立てに対し、申立趣旨に適確な

回答を示しておらず、その結論に導く理由についても整合性・合理性が全

く欠如している。 

私は自ら直接はもちろんのこと、会社を介しても脱退手続を行っておら

ず、私に無断でなされた脱退手続は、効力を有せず無効である。 

当該第三者委員会は、まず「私が脱退手続を行った。」ということを検証

するか、あるいは「私が脱退手当金を受給した。」と認定し得る証拠が有る

か否かを調査し判断すべきである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人に係る厚生年金保険被保険者

台帳を見ると、脱退手当金の算定のために必要となる標準報酬月額等を、社会

保険庁（当時）から当該脱退手当金を裁定した社会保険事務所（当時）へ回答

した記録が確認できる、ⅱ）申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿には、脱退手当金の支給を意味する「脱」表示が記されているとともに、申

立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金

保険被保険者資格の喪失日から約２か月後の昭和 38 年 12 月 25 日に支給決定

されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない等として、既に当

委員会の決定に基づき、平成 21 年 10 月 16 日付けで年金記録の訂正は必要で

ないとする通知が行われている。 

今回、申立人から新たな資料等の提出は無く、申立人は、「平成 21 年 10 月

16 日付けの通知内容は、申立趣旨に適確な回答を示しておらず、その結論に



導く理由についても整合性・合理性が全く欠如しており、申立人に無断でなさ

れた脱退手続は無効である。年金記録確認第三者委員会は、私が脱退手続を行

ったということを検証するか、あるいは私が脱退手当金を受給したと認定し得

る証拠が有るか否かを調査し判断すべきである。」と主張している。 

ところで、年金記録確認第三者委員会は、「年金記録に係る申立てに対する

あっせんに当たっての基本方針」（平成 19 年７月 10 日総務大臣決定）に基づ

き、公正な判断を示すこととしており、判断の基準は、「申立ての内容が、社

会通念に照らし、『明らかに不合理ではなく、一応確からしいこと』」とされて

いる。 

脱退手当金の申立事案は、年金の記録には脱退手当金が支給されたことにな

っているが申立人は脱退手当金を受け取っていないというものである。脱退手

当金が支給される場合は、所定の書面等による手続が必要とされているが、本

事案では保存期間が経過して、これらの書面等は現存していない。それゆえ、

脱退手当金の支給を直接証明づけられる資料が無い下で、年金の記録の真実性

を疑わせるような記録内容の不自然な矛盾が存在しないか、脱退手当金を受け

取っていないことをうかがわせる事情がないかなどいわゆる周辺事情（上述の

基本方針に例示）から考慮して判断をしなければならない事案である。 

本事案では、年金の記録の真実性を疑わせるような記録内容の不自然な矛盾

は見当たらず、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳を見ると、昭和 38 年

12 月２日付けで脱退手当金の算定のために必要となる標準報酬月額等を、社

会保険庁から脱退手当金を裁定した社会保険事務所へ回答した記録が確認で

きる上、申立人の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金が支給

されていることを示す「脱」表示が記されているとともに、支給額に計算上の

誤りがないことなどから、むしろ脱退手当金が支給されていることをうかがわ

せる周辺事情が存在し、一方で申立人が脱退手当金を受け取っていないことを

うかがわせる周辺事情（例えば、申立人が所持する脱退手当金の支給決定がな

された当時発行済みの厚生年金保険被保険者証に、脱退手当金を支給したこと

を示す表示が無いなど）が見当たらない。 

したがって、申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと

認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 8482 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年 11月から 39年９月まで 

私は、Ａ社に勤務していた知人の紹介で、同社に昭和 38 年 11 月から 39

年９月まで在籍し、Ｂ業務に従事していた。 

当該期間については、給与から厚生年金保険料が控除されていたが、厚

生年金保険の加入記録が無いことに納得できないので、調査の上、被保険

者期間として認めてほしい。 

なお、申立期間の年金記録を探していた平成 21年の夏ごろにＣ社会保険

事務所（当時）の職員から、「申立期間のあなたの記録が見つかったが、

誰にも言わずに黙っておいてください。」と言われたのに、次に行ったと

きには私の記録は消えてなくなっていたという経緯がある。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 38 年 11 月から 39 年９月までＡ社に勤務し、給与から厚生

年金保険料が控除されていたと申し立てている。 

しかし、Ａ社は既に解散し、申立期間当時の事業主及び事務担当者は死亡又

は連絡先が不明であることから、申立人の申立期間における勤務実態及び保険

料控除の状況について確認することができない。 

また、申立人がＡ社への入社を紹介してもらった知人として氏名を挙げた同

僚は、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において申立期間当時に

被保険者資格を有することが確認できるものの、連絡先が不明であるほか、申

立人が記憶するもう一人の同僚も、「申立人のことを覚えていない。」と回答

している上、同被保険者名簿から申立期間に被保険者資格を有する複数の同僚

を調査しても、申立人の申立期間における勤務実態について確認することがで

きなかった。 



さらに、申立人は、Ａ社への入社の経緯等について、「Ａ社に先に勤務して

いた知人の紹介で入社したことは記憶しているが、入社時に面接を受けた記憶

はなく、自分の雇用形態が正社員だったのかアルバイトだったのかも覚えてい

ない。」と陳述しており、記憶が曖昧
あいまい

である。 

加えて、上記被保険者名簿には、健康保険整理番号に欠番が無く、同名簿の

記録に不自然な点も見られない。 

なお、申立人は、「Ｃ社会保険事務所の職員から、『申立期間のあなたの記

録が見つかったが、誰にも言わずに黙っておいてください。』と言われたのに、

次に行ったときには私の記録は消えてなくなっていた。」と陳述しているとこ

ろ、Ｃ年金事務所は、「対応した職員が特定できず、申立人が陳述しているよ

うな記録も残されていないことから、対応内容も不明である。」旨回答してい

る。 

このほか、申立人が申立期間において、事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 8483 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住        所 ：  

               

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36年 10月１日から 40年ごろまで 

② 昭和 40年ごろから 43年ごろまで 

③ 昭和 43年ごろから 46年ごろまで 

私は、Ａ社を退職した直後の昭和 36年 10月１日に、当時兄が勤務してい

たＢ社に入職し、常勤として勤務していたが、同社の経営状態が悪くなり、

40年ごろに退職した（申立期間①）。 

昭和 40年ごろから 43年ごろまでは、兄が設立したＣ社に常勤として勤務

していた（申立期間②）。 

昭和 43年ごろから 46年ごろまでは、Ｄ社に常勤として勤務していた（申

立期間③）。 

申立期間①、②及び③については、厚生年金保険の加入記録が無いが、そ

れぞれの事業所から健康保険被保険者証を受け取り、病院で診療も受けてい

たので、調査の上、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人提出の給与明細書（昭和 38 年８月分）及びＢ

社で申立人と一緒に勤務していたとする申立人の兄の陳述から、申立人は、期

間の特定はできないものの、申立期間に同社で勤務していたことが認められる。 

しかし、オンライン記録によると、Ｂ社は、厚生年金保険の適用事業所では

ない。 

また、申立人提出の上記の給与明細書を見ると、厚生年金保険料の控除額を

記載する欄はあるものの、空欄となっており、保険料控除を確認することがで

きず、申立人の兄は、｢Ｂ社は、社会保険に加入していなかったので、従業員

は各人で国民健康保険に加入していたと思う。自分も当時は国民健康保険に加



入していたし、弟（申立人）も加入していたように思う。｣旨陳述している。 

さらに、申立人が陳述するＢ社の所在地を管轄する法務局において、商業登

記簿を確認したが、同社の記録は見当たらず、当時の事業主等から申立人の申

立期間における勤務実態及び保険料控除の状況について確認することができ

ない。 

申立期間②について、Ｃ社の申立期間当時の事業主であった申立人の兄の陳

述から、申立人は、申立期間において同社に勤務していたことが推定できる。 

しかし、オンライン記録によると、Ｃ社は、厚生年金保険の適用事業所には

なっておらず、申立人の兄は、｢Ｃ社の従業員数は、厚生年金保険に加入しな

ければならない人数を満たしていなかったので、同保険には加入していなかっ

た。従業員は、各人で国民年金及び国民健康保険に加入していたと思う。｣旨

陳述している。 

また、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検索

を行ったが、申立人の申立期間における厚生年金保険被保険者記録は確認でき

なかった。 

申立期間③について、申立人は、昭和 43年ごろから 46年ごろまでＤ社に勤

務していたと申し立てている。 

しかし、オンライン記録によると、Ｄ社は、厚生年金保険の適用事業所には

なっておらず、同社の申立期間当時の事業主は、申立期間において国民年金に

加入していることが確認できる。 

また、申立人の所持する年金手帳から、申立人は、申立期間の途中である昭

和 43 年 11月 25 日以前にＥ市役所で国民年金の加入手続を行っていることが

確認できるところ、同市役所は、｢当時、国民年金の加入手続時には、重複加

入を防ぐため、厚生年金保険に加入しているかどうかの確認は必ず行ってい

た。｣旨回答している。 

さらに、申立人が陳述するＤ社の所在地を管轄する法務局において、商業登

記簿を確認したが、同社の記録は見当たらず、当時の事業主等から申立人の申

立期間における勤務実態及び保険料控除の状況について確認することができ

ない。 

このほか、申立人が申立期間①、②及び③において、事業主により給与から

厚生年金保険料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 8484 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成６年３月 31日から同年４月１日まで 

                      ② 平成 11年６月１日から同年６月２日まで 

私は、平成５年６月 28日から６年３月 31日までＡ社に勤務したが、申

立期間について厚生年金保険の加入記録が無い（申立期間①）。 

また、平成 10年４月１日から 11年６月１日までＢ社で非常勤職員とし

て勤務したが、申立期間について厚生年金保険の加入記録が無い（申立期

間②）。 

納得がいかないので、申立期間①及び②について、厚生年金保険の被保

険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、平成５年６月 28日から６年３月 31日ま

でＡ社に勤務したと申し立てている。 

しかし、Ａ社から提出された申立人の辞令を見ると、採用時には、「平成

５年６月 28 日から６年３月 30 日まで任用を日々更新し以後更新しない。」

旨記載され、退職時には、「平成６年３月 30 日限りで退職した。」旨記載さ

れていることが確認できる。 

また、Ａ社から提出された申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者資

格喪失確認通知書等から、申立人は、ほかのＣ職４人と共に、平成６年３月

30 日に同社を退職し、同年３月 31 日に被保険者資格を喪失していることが

確認できる。 

申立期間②について、申立人は、平成 10年４月１日から 11年６月１日ま

でＢ社で非常勤職員として勤務し、同年６月２日から同社で常勤職員として

勤務したと申し立てている。 



しかし、雇用保険の記録では、申立人のＢ社における離職日は平成 11 年

５月 31日となっており、厚生年金保険の加入記録と一致している。 

また、申立人は、常勤職員の採用時の内申資料となる経歴書において、Ｂ

社の非常勤職員としての退職日が平成 11年５月 31日であることを認め、こ

れに署名及び捺印している上、同じく内申資料となる同社作成の申立人に係

る同年５月 12 日付けの在職証明書を見ても、申立人の退職予定日が同年５

月 31日と記載されていることが確認できる。 

なお、申立人は、平成 11 年６月１日から同年６月２日までの期間につい

て、厚生年金保険の加入記録が無いと申し立てているところ、厚生年金保険

法第 19条において、「被保険者期間を計算する場合には、月によるものとし、

被保険者の資格を取得した月からその資格を喪失した月の前月までをこれ

に算入する。」と規定されており、また、地方公務員等共済組合員法第 40条

において、「組合員である期間の計算は、組合員の資格を取得した日の属す

る月からその資格を喪失した日の属する月の前月までの期間の年月数によ

る。」と規定されていることから、同年５月は厚生年金保険の被保険者とし

て、同年６月はＤ共済組合の組合員として、それぞれ被保険者期間として計

算されることとなる。 

このほか、申立人が申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 8485 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19年 10月１日から 20年 10月１日まで 

社会保険事務所（当時）の記録では、私がＡ社に勤務していた昭和 19 年

10 月１日から 20 年 10 月１日までについては、脱退手当金が支給されたこ

とになっている。 

昭和 20 年８月にＢ市は空襲に遭い、家族５人が亡くなり、私も重傷を負

って出勤などできる状態ではなく、会社も私がどこにいるか分からなかった

はずである。もちろん、空襲後は給料及び退職金はもらっていない。 

このような状況の下で、脱退手当金は請求も受給もしていないので、当該

期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いとしている。 

しかしながら、オンライン記録によると、申立人の脱退手当金は厚生年金保

険被保険者資格の喪失日から約２か月後の昭和 20 年 12 月 10 日に支給決定さ

れていることが確認できる。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）の保険給付欄を見ると、

脱退手当金が支給されたことを示す「脱手」と記されているほか、支給額及び

資格期間等が記載されており、その内容はオンライン記録と一致していること

が確認できる上、当該申立期間に係る脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは

無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人が記載

されているページを含む前後 10 ページに記載されている女性のうち、申立人

と同一時期に受給要件を満たし資格を喪失した 47 名について、脱退手当金の



支給記録を調査したところ、申立人を含め 44 名に支給記録が確認でき、うち

40 名については資格喪失後４か月以内に支給決定されており、支給決定日が

同一となっている受給者が散見される上、申立期間当時は通算年金制度創設前

であったことを踏まえると、申立人についても事業主による代理請求がなされ

た可能性が高いものと考えられる。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 8486 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39年７月１日から 41年 12月 30日まで 

             ② 昭和 42年３月 15日から 46年７月 31日まで 

年金事務所の記録では、私がＡ社に勤務していた期間に係る脱退手当金

が支給済みとなっている。 

しかし、私は、脱退手当金を請求しておらず、受給していないので、申

立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求しておらず、受給していないと

している。 

しかし、申立人の脱退手当金裁定請求書を見ると、氏名欄は旧姓で記載され

ているものの、住所欄には婚姻後の住所地が記載されている上、その住所は申

立人の夫である「Ｂ方」となっているなど、記載内容に疑義は認められない上、

申立期間に係る脱退手当金は、当該裁定請求書に記載された申立人の当時の住

所地に近い郵便局での隔地払い（通知払い）となっていることが確認できるこ

とから、申立人の脱退手当金の支払通知書は、申立人の当時の住所地あてに送

付され、申立人は当該郵便局で脱退手当金を受領したと考えるのが自然である。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶がないというほかに申立期間の脱

退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 8487 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年 11月１日から 60年７月１日まで 

 私は、昭和 59年 11月１日から 60年６月 30日までＡ社にＢ職及びＣ職と

して勤務した。 

しかし、社会保険事務所（当時）の記録では、当該期間が厚生年金保険の

未加入期間とされているので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｄ社が提出した資料から、申立人は、Ａ社において、昭和 59 年 11 月１日

から 60年４月 30日までＢ職として、また、同年５月１日から同年６月 30日

までＣ職として勤務していたことが確認できる。 

しかし、Ｄ社は、「申立期間当時の当社では、系列会社に勤務するＢ職及び

Ｃ職について、社会保険の加入手続を行っていなかったため、申立人の申立

期間に係る厚生年金保険料を控除していない。」旨陳述している。 

また、申立人が、自身と同時期にＡ社にＢ職として勤務していたと陳述し

ている同僚５人についても、オンライン記録において、Ｄ社及び同社の系列

会社での厚生年金保険被保険者記録は確認できない。 

さらに、上記同僚の一人は、「私は、Ａ社にＢ職として勤務した期間にお

ける厚生年金保険料の控除の状況等は分からない。また、Ａ社にＣ職として

勤務した２年間には、国民年金に加入していた。」旨陳述しているところ、

オンライン記録から、当該同僚がＡ社にＣ職として勤務していたとする２年

間の国民年金保険料が納付済みであることが確認できる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 8488 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年８月から 43年 12月まで 

年金事務所の記録では、私がＡ社（昭和 41年 10月１日にＢ社に名称変更、

現在は、Ｃ社）に勤務していた昭和 42 年８月から 43 年 12 月までが厚生年

金保険の未加入期間とされているので、申立期間を厚生年金保険被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ社の回答及びＢ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により申立

期間に同社での在籍が確認できる同僚の証言から判断すると、期間は特定でき

ないものの、申立人は、同社に勤務していたことが推認できる。 

しかし、Ｂ社に係る上記被保険者名簿により申立期間に同社での在籍が確認

できる同僚のうち、所在が判明した同僚６人及び申立期間より前に被保険者資

格を喪失しているものの、Ａ社での被保険者記録が確認できる申立人の兄に照

会したところ、回答が得られた４人のうち３人が記憶する入社日と資格取得日

が相違しており、うち２人は、「Ｂ社では、見習期間が終わるまで厚生年金保

険に加入していなかった。」旨陳述している。また、回答が得られた上記４人

のうち１人は、「給与の手取額が減るので、保険料を控除しないでほしいと会

社に申し出て、厚生年金保険の被保険者資格を喪失させてもらった。」旨陳述

している上、申立人は、Ｂ社の従業員数は約 30 人であった旨陳述していると

ころ、同社に係る同被保険者名簿の被保険者増減表により、申立期間の被保険

者数は、15人から 20人で推移していることが確認できることから、申立期間

当時の同社では、必ずしもすべての従業員を厚生年金保険に加入させる取扱い

ではなかったことがうかがえる。 

さらに、Ｃ社は、「申立期間当時の資料は残存していないので、申立人の申



立期間に係る厚生年金保険料の控除の状況等は不明である。」旨回答している

上、当時の経理担当者及び社会保険事務担当者とされる者は、既に死亡してい

るため、これらの者から、申立期間における申立人の厚生年金保険料の控除等

について確認できない。 

加えて、Ｂ社に係る上記被保険者名簿には、申立期間における健康保険の整

理番号に欠番は無く、連続して付番されていることが確認でき、同名簿の記録

に不自然さは見られない。 

このほか、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 8489 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 39年２月 25日から同年８月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。同社には、事業

所名称が途中でＢ社に変ったが、昭和 34年３月から 41年２月まで継続して

勤務したので、申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚の陳述から、申立人が申立期間もＡ社で勤務していたことが推認できる。 

しかし、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、同社は、

申立人が資格を喪失した日と同日の昭和39年２月25日に厚生年金保険の適用

事業所ではなくなっており、また、申立人が申立期間後に資格を取得している

Ｂ社は、申立人が同社で資格を取得した日と同日の同年８月１日に厚生年金保

険の適用事業所となっていることが同社に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿により確認できることから、申立期間は、両事業所ともに適用事業所で

はない。 

さらに、Ａ社で申立人と同日に資格を喪失している元従業員のうち、Ｂ社で

申立人と同日に資格を取得している 13 人は、いずれも、オンライン記録にお

いて、申立期間の厚生年金保険被保険者記録は見当たらないほか、当該 13 人

のうち所在が判明し聴取することができた３人は、「申立期間に厚生年金保険

料を控除されていたかは分からない。」と陳述している。 

加えて、Ａ社及びＢ社は、昭和 39年２月及び 43年２月にそれぞれ厚生年金

保険の適用事業所ではなくなっており、両事業所の元事業主はいずれも所在不

明であるため、両事業所等から、申立人の申立期間における保険料控除の状況



を確認できない。 

また、申立人及び申立人と同日にＡ社で資格を喪失している同僚の一人は、

｢申立期間当時、Ａ社は資金繰りが悪く、給料の遅配もあった。｣と陳述してい

る。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 8490  

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 31年３月 16日から同年５月 14日まで 

② 昭和 32年６月 11日から同年 12月 25日まで 

③ 昭和 33年５月 14日から同年７月 25日まで 

船員保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ氏所有のＢ船に乗

った申立期間①及び②並びにＣ氏所有のＤ船に乗った申立期間③の加入記

録が無いとの回答を受けた。申立期間に両船舶で勤務したことが記載されて

いる船員手帳を提出するので、当該期間について、船員保険被保険者であっ

たことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②について、申立人提出の船員手帳から、申立人が申立期

間にＢ船で勤務したことが確認できる。 

しかし、Ａ氏に係る船員保険被保険者名簿によれば、Ｂ船が船員保険の適

用事業所となったのは、昭和 35年１月 26日であり、申立期間は適用事業所で

はない。 

また、Ｂ船の船舶所有者は所在不明であるほか、申立人は同僚の氏名を記

憶していないため、これらの者から、申立人の申立期間における保険料控除の

状況を確認できない。 

このほか、申立人の申立期間①及び②に係る保険料控除を確認できる関連

資料は無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

申立期間③について、申立人提出の船員手帳から、申立人が申立期間にＤ

船で勤務したことが確認できる。 

しかし、Ｃ氏所有のＤ船は、オンライン記録において、船員保険の適用事

業所としての記録は無い。 



また、Ｄ船の船舶所有者は既に死亡しているほか、申立人は同僚の氏名を

記憶していないため、これらの者から、申立人の申立期間における保険料控除

の状況を確認できない。 

このほか、申立人の申立期間③に係る保険料控除を確認できる関連資料は

無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として、申立期間に係る船員保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 8491 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年９月１日から 62年 10月 21日まで 

    厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社で勤務した

申立期間の標準報酬月額が、実際の給与額よりも低く記録されているとの回

答を受けた。申立期間は、通勤手当も含め 26 万円の給与を支給されていた

ので、本来の標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社で勤務した申立期間の標準報酬月額が、実際の給与支給額と

異なっていると申し立てている。 

しかし、申立期間当時の経理責任者は、「当時、厚生年金保険料は、社会保

険事務所（当時）に届け出たとおりの標準報酬月額に基づいて控除していた。」

と陳述している。 

また、申立期間当時の経理担当者も、「当時、通勤手当を報酬月額に算入し

ていなかったが、厚生年金保険料については、社会保険事務所に届け出たとお

りの標準報酬月額に基づいて控除していた。」と陳述しているところ、同人提

出の昭和 62年２月から同年 12月までの給料明細書（昭和 62年８月及び同年

10 月は提出なし）を見ると、いずれの月も厚生年金保険料の控除額に相当す

る標準報酬月額は、オンライン記録と一致している。 

さらに、Ａ社は、「申立人の標準報酬月額に係る届出及び保険料控除の状況

を確認できる資料は保管していない。」と陳述しているため、同社から、申立

人の申立期間における保険料控除等の状況を確認できない。 

 このほか、申立人が申立期間において、その主張する標準報酬月額（26 万

円）に相当する厚生年金保険料を事業主により給料から控除されていたことを

確認できる関連資料は無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給料から控除されていたことを認めることはできない。 


